
第４次敦賀市行政改革大綱実施計画

平 成 ２ １ 年 度 実 施 状 況

完了又は一部完了事業・項目数

８５事業・項目中： ８１事業・項目 ９５．３％
（完了： ５３事業・項目 完了率 ６２．４％）
（一部完了：２８事業・項目 一部完了率 ３２．９％）

平成２３年３月
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１７年度 ８５ ４ ０ ６１ ２ １８ ０

１８年度 ８５ ２１ ０ ３７ ２１ ５ １

１９年度 ８５ ２６ ０ ２９ ２５ ４ １

２０年度 ８５ ４８ ０ １２ ２２ ０ ３

２１年度 ８５ ５３ ０ ０ ２８ ０ ４

完了 ：全てが完了したもの

完了（一部断念） ：完了したが、一部断念した項目が含まれるもの

一部完了（目標以上）：年次計画以上の実施状況のもの

一部完了（目標未満）：年次計画未満の実施状況のもの

未実施 ：取組以前の準備段階のもの

断念 ：何らかの事情により、延期又は中止となったもの

一部完了
（目標未満）

断念未実施
事業
項目数

完了
完了

（一部断念）
一部完了

（目標以上）
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実施事業一覧表

基本
方針

基本
項目

取 組 課 題 No. 実 施 事 業 担 当 課 区 分

Ｈ２１年
度効果額
（千円）

５ヵ年
効果額

（千円）
頁

1 公立保育園の民営化 児童家庭課 一部完了(目標未満) 106,937 267,231 1

2 公共施設建設等の民間協働方式の検討 住宅政策課 一部完了(目標未満) 1

3 公立幼稚園の統廃合・民営化 学校教育課 断念 1

② ＰＦＩ手法の導入推進 4 駅西地区の再整備 都市整備課 一部完了(目標未満) 3

③ 市場化テスト（官民競争入札）の
導入

5 市場化テスト（官民競争入札）の導入検討 総務課 断念 5

6
（指定管理者制度の導入）
中池見

環境課 一部完了(目標未満) 7

7
（指定管理者制度の導入）
駅前駐車場 ・ 駐輪場

生活安全課
都市整備課

断念 7

8
（指定管理者制度の導入）
福祉総合センター ・やまびこ園 ・知的障害者通所授産所

地域福祉課 完了 31,612 121,017 7

9
（指定管理者制度の導入）
職業訓練センター

商工政策課 完了 118 448 7

10
（指定管理者制度の導入）
きらめき温泉リラ・ポート

観光まちづくり課 完了 31,000 31,000 7

11
（指定管理者制度の導入）
きらめきみなと館

商工政策課 完了 16,217 31,034 7

12
（指定管理者制度の導入）
黒河農村ふれあい会館

農務課 完了 132 520 9

13
（指定管理者制度の導入検討）
公設地方卸売市場

公設地方卸売市場 完了 2,451 7,241 9

14
（指定管理者制度の導入）
きらめきスタジアム ・ 武道館 ・ 花城テニスコート

スポーツ振興課 一部完了(目標未満) 4,559 13,136 9

15
（指定管理者制度の導入検討）
総合運動公園

都市整備課
総合運動公園

一部完了(目標未満) 9

16 漁業・農業集落排水施設の維持管理統合 下水道課 完了 11

17 学校給食センター委託業務内容の拡大 学校給食センター 一部完了(目標未満) 11

18 図書館業務の一部民間委託 図書館 完了 11

19 農家高齢者創作館の見直し 農務課 一部完了(目標未満) 13

20 小中学校の統廃合に伴う廃校施設の有効活用の推進 教育総務課 一部完了(目標未満) 13

21 小中学校の適正配置 学校教育課 一部完了(目標未満) 13

22 図書の利用推進 図書館 完了 13

⑦ 構造改革特区や地域再生計画への
積極的な取組み

23 構造改革特区 ・ 地域再生計画の申請 政策推進課 一部完了(目標未満) 66,667 429,668 15

24
水道事業の効率的な運営の実施と質の高いサービスの提
供

上水道課 一部完了(目標未満) 5,729 30,279 17

25 水道料金の確実な回収 上水道課 一部完了(目標未満) 1,441 24,669 17

26 水道料金の見直し 上水道課 一部完了(目標未満) 17

27 病院経営の健全化 病院事務局 一部完了(目標未満) 337,813 702,959 17

28 区長事務の手引きの作成 総務課 完了 19

29 市民活動推進室の設置 市民協働課 完了 19

30 地域社会における個性豊かなまちづくりの推進 政策推進課 完了 19

31 ごみの減量とリサイクルの推進
廃棄物対策課
清掃センター

完了 19

32 里山の森林づくりの推進 林務水産課 完了 21

33 土地利用調整と景観形成の推進 都市整備課 完了 21

34 地域住民との協働による公民館運営の活性化の推進 生涯学習課 完了 46,116 158,970 21

35 校下補導員の導入 少年愛護センター 完了 21

⑥ 既存施設の利活用と公共施設のあ
り

方の見直し

１

経
営
感
覚
を
も
っ

た
効
率
的
行
政
主
体
の
確
立

２

住
民
と
の
連
携
、

協
働
活
動
の
推
進

Ⅰ

効
率
的
か
つ
自
律
し
た
行
政
主
体
の
確
立

④ 指定管理者制度の活用

⑤ 民間委託等の推進

① 公共施設の民営化推進

① 地域協働の推進

⑧ 地方公営企業の経営健全化



実施事業一覧表

基本
方針

基本
項目

取 組 課 題 No. 実 施 事 業 担 当 課 区 分

Ｈ２１年
度効果額
（千円）

５ヵ年
効果額

（千円）
頁

36 電子会議室の開催 政策推進課 完了 23

37 男女共同参画社会の推進 市民協働課 一部完了(目標未満) 23

38 障害福祉計画の策定 地域福祉課 完了 23

39 公園施設の維持管理の取組 都市整備課 一部完了(目標未満) 23

40 魅力ある駅舎の整備 都市整備課 一部完了(目標未満) 25

41 敦賀っ子教育の推進 学校教育課 完了 25

42 災害時要援護者避難支援体制の確立 地域福祉課 完了 27

43 洪水ハザードマップの更新 道路河川課 完了 27

44 プロジェクトチームの見直し
総務課
政策推進課

完了 29

45 窓口業務の改善
市民課
政策推進課 各課

完了 29

② 組織の弾力的運用 46 職員配置の弾力的運用 総務課 完了 31

47 職員数の適正化 総務課 完了 376,000 1,892,000 33

48 農業委員定数の適正化 農務課 完了 262 1,048 33

② 給与の適正維持 49 特殊勤務手当の見直し 総務課 一部完了(目標未満) 744 744 35

③ 福利厚生事業の適正化 50 職員互助会事業の見直し
総務課
病院総務課

完了 10,000 47,052 37

① 人材育成基本方針に基づく総合的
な

人材育成
51 職員研修の見直し、充実 総務課 一部完了(目標未満) 39

② 能力・成果主義に基づく人事管理 52 人事考課制度による勤務実績の反映 総務課 一部完了(目標未満) 41

53 証明手数料 ・ 施設使用料 ・ 督促手数料の見直し
総務課
各課

一部完了(目標未満) 43

54 管理職一斉徴収 税務課 完了 17,654 50,831 43

55 行政サービスの制限 税務課 一部完了(目標未満) 43

56 看護専門学校授業料等の見直し 看護専門学校 一部完了(目標未満) 43

57 駅前駐車場料金の見直し 都市整備課 完了 0 2,984 43

58 市営住宅の駐車場使用料徴収制度の導入 住宅政策課 完了 25,450 42,609 43

59 公共下水道料金の見直し 下水道課 完了 121,469 168,969 43

60 市民福祉会館の使用料の見直し 地域福祉課 完了 6,190 6,190 45

61 保育料金の見直し 児童家庭課 完了 45

62 放課後児童クラブの利用料の見直し 児童家庭課 一部完了(目標未満) 45

63 各施設の保守管理委託料の見直し
財政課
各課

完了 143,196 715,980 47

64 前納報奨金制度の廃止 税務課 完了 44,393 95,996 47

④ 補助金等の整理合理化 65 補助金等の見直し
財政課
各課

完了 180,736 903,680 49

66 公共工事におけるコスト縮減 道路河川課 完了 5,836 19,572 51

67 建設資材のリサイクル推進 （３Ｒ推進） 住宅政策課 完了 210 51

② 工事成果物の品質向上 68 環境と人にやさしい施設づくり 住宅政策課 完了 53

③ 公共工事に係る入札システムの見
直し

69 入札制度の改革 契約管理課 一部完了(目標未満) 55

① 定員管理の適正化

Ⅰ
効
率
的
か
つ
自
律
し
た
行
政
主
体
の
確
立

２

住
民
と
の
連
携
、

協
働
活
動
の
推
進

① 組織の柔軟な対応

１

組
織
の
効

率
的
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営

２

定
員
管
理
、

給

与
の
適
正
化
等

の
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進

Ⅱ

効
率
的
な
経
営
組
織
の
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３

人
材
育

成
の
推
進
と

適
正
な
能
力

評
価
の
実
現

③ 災害弱者への対応

② 市民参画の推進

１

効
率
的
財
政
運
営
の
推
進

Ⅲ

自
主
性
・
自
律
性
の
高
い
財
政
運
営
の
確
保

２

公
共
工
事
の
効

率
的
執
行

① 公共工事に係るコスト構造の改革

② 受益者負担の適正化と徴収率の向
上

③ 経費の節減合理化等財政の健全化



実施事業一覧表

基本
方針

基本
項目

取 組 課 題 No. 実 施 事 業 担 当 課 区 分

Ｈ２１年
度効果額
（千円）

５ヵ年
効果額

（千円）
頁

70 電子入札（電子納品 ・ 電子入札）の実施
契約管理課
情報管理課
土木課

一部完了(目標未満) 57

71 電子申請及び施設予約システムの構築 情報管理課 一部完了(目標未満) 57

② 庁内情報の共有化の促進 72 住民情報総合オンラインシステムの開発 情報管理課 完了 59

73 ストリーミング放送の配信 情報管理課 断念 61

74 市ホームページの再整備 情報管理課 完了 61

75 情報教育の推進 学校教育課 完了 61

76 安全・安心メールの配信 学校教育課 完了 61

① デジタル双方型情報基盤の整備促
進

（ハード面の整備）
77 携帯電話不感地域の解消 情報管理課 完了 63

② 具体的活用方法の計画策定（ソフ
ト面

の整備）
78 デジタル双方向型ケーブルテレビ活用方法の計画策定 情報管理課 完了 65

② 議会や住民等の監視のもと、公正
確保

と透明性の向上
79

道路 ・ 河川等における改良 ・ 整備事業の実施基準の
設定

道路河川課 完了 67

③ 財政状況等の公表 80 財政状況の公表 財政課 完了 69

④ 定員・給与等の状況の公表 81 人事行政の状況の公表 総務課 完了 71

⑤ 公共工事に係る入札・契約システ
ムの

公正化
82 公共工事の入札情報等の公開の見直し 契約管理課 完了 73

83 指定管理者に係る情報公開の推進 総務課 完了 75

84
ホームページの活用による報道発表資料等の一元的な提
供

広報広聴課
情報管理課

完了 75

85 監査結果報告書等のホームページ掲載 監査委員事務局 完了 75

合計 1,582,722 5,766,037

Ⅳ

Ｉ
Ｃ
Ｔ
を
活
用
し
た
「

ま
ち
づ
く
り
」

の
推
進

２
「

u
‐

J
a
p
a
n

構
想
」

へ
の

積
極
的
取
組

み

１
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市
政
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推
進

１

電
子
自
治
体
の
構
築
に
向
け

た
積
極
的
展
開

⑥ 情報公開の推進

① 行政手続のオンライン化の推進

③ ＩＣＴの積極的利活用





Ⅰ 効率的かつ自律した行政主体の確立
１ 経営感覚をもった効率的行政主体の確立
① 公共施設の民営化推進

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

少子化の影響に
より、公立幼稚園
の児童数が減少し
ている。
定数２４５名
児童数
１２０名
（充足率

４９％）

今後、公立幼稚
園の入所児童数を
見極め、北幼稚園
と松陵幼稚園の統
廃合、民間への業
務委託を検討し、
効率的経営を図
る。

統廃合、民営
化の検討開始

特定優良賃貸
住宅２０戸建
設予定
家賃補助５５
戸

高齢者向け優
良賃貸住宅２
５戸建設
家賃補助５０
戸

特定優良賃貸
住宅６戸建設
予定
家賃補助７５
戸

高齢者向け優
良賃貸住宅１
０戸建設
家賃補助７５
戸

パブリックコ
メントの実施
構築、試行

実施

各施設建設及び
管理を市の直轄方
式で行っている。

平成２１年度ま
でに、５園民営化
する。

対象園は総合的
に判断

運営主体は公募
のうえ、選定委員
会により審査し、
決定

関係者への説明
会の開催

特定優良賃貸
住宅６戸建設
予定
家賃補助８１
戸

高齢者向け優
良賃貸住宅１
０戸建設
家賃補助８５
戸

１園移管 ２園移管 １園移管１園移管
パブリックコ
メントの実施

民間資本による
特定優良賃貸住宅
及び高齢者向け優
良賃貸住宅の建設
を推進する｡

建設費・家賃補
助を実施する。

特定優良賃貸
住宅６戸建設
家賃補助２８
戸

高齢者向け優
良賃貸住宅１
０戸建設
家賃補助１５
戸

特定優良賃貸
住宅２１戸建
設予定
家賃補助３４
戸

高齢者向け優
良賃貸住宅２
５戸建設
家賃補助２５
戸

多様なニーズへ
の対応及び幼稚園
経営の効率化を図
る。

3 公立幼稚園の統廃
合・民営化

取組内容
計 画

現 状改革・改善目的

公共施設建設等の
民間協働方式の検
討

民間資金、経営
能力、技術能力を
活用し、建設経費
の削減と品質の向
上を図る。

中心市街地の活
性化、住環境の整
備、定住人口の増
加を図る｡

公立保育園の民営
化

多様化する保育
ニーズに対応する
ため、民間の活力
を導入し、運営主
体の特性を生かし
た多様な保育の提
供を図るととも
に、財政の効率化
を図る。

本市には、公立
１８園(うち児童
館保育１)、私立
５園の保育園があ
り、全国平均と比
べ、公立保育園の
割合が高い。
全国平均
５４％
敦賀市
７８％

基 本 方 針
基 本 項 目
取 組 課 題

№ 実施事業

2

1

1



１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

中郷西保育園を公設
民営にしたことにより
行政経費の削減が図ら
れた。

更に平成１８年度よ
り中郷西保育園を公設
民営から民設民営に移
行できるように保護者
への説明会、手続き等
を行った。

①中郷西保育園を民設
民営にしたことによ
り、行政経費の削減が
図られた。
②「公立保育園の民営
化」についてパブリッ
クコメントの募集を実
施し、広く市民から意
見の聴取を行った。
③民営化検討委員会を
開催し、今後の民営化
の方策等を検討した。
④松原保育園を平成２
０年度より民設民営に
移行できるように保護
者の同意を得て、運営
受諾法人を決定した。

①松原保育園を平成２
０年４月から民設民営
に移行するための引継
保育を行った。
②平成２１年度から民
営化する木崎保育園に
ついての受諾法人の募
集、決定を行った。
③平成２２年度から民
営化する金山保育園に
ついて、保護者への説
明会を開催し民営化の
同意書を受領した。

①松原保育園を民営化
にしたことにより、行
政経費の削減が図られ
た。
②木崎保育園を平成２
１年４月から民設民営
に移行するための引継
保育を行った。
③平成２２年度から民
営化する金山保育園に
ついての受諾法人の募
集、決定を行った。
④新和保育園と和久野
保育園の統廃合につい
て、敦賀市保育園民営
化検討委員会に図り意
見を聞き、両保育園保
護者への民営化に向け
た説明会を開催した。

①木崎保育園を民営化にし
たことにより、行政経費の
削減が図られた。
②金山保育園を平成２１年
４月から民設民営に移行す
るための引継保育を行っ
た。
③新和・和久野保育園民営
化に関する受諾法人募集要
項の合同保護者説明会を開
催した

また、新和・和久野保育
園の新入園児保護者に保育
園の統廃合及び今後の予定
について説明会を開催し
た。
④平成２４年度より民設民
営化する新和・和久野保育
園（仮称）の受諾法人の募
集・決定を行った。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

4,249 38,484 38,484 79,077 106,937

内容

特定優良賃貸住宅
建設戸数６戸（総事

業費６４，３００千
円）

家賃補助２８戸（４
事業者）
高齢者向け優良賃貸住
宅

建設戸数１０戸（総
事業費１１５，５００
千円）

家賃補助１５戸（１
事業者）

特定優良賃貸住宅
建設戸数１０戸（総

事業費
105，000千円）
家賃補助３４戸

（５事業者）
高齢者向け優良賃貸住
宅

家賃補助２５戸
（２事業者）

特定及び高齢者向け優
良賃貸住宅

建設戸数 ０戸

特定優良賃貸住宅
家賃補助４４戸（６

事業者）

高齢者向け優良賃貸住
宅

家賃補助２５戸（２
事業者）

地域優良賃貸住宅（一
般型）

建設戸数１０戸（総
事業費104,500千円）

家賃補助４４戸（６
事業者）

高齢者向け優良賃貸住
宅

家賃補助２５戸（２
事業者）

地域優良賃貸住宅
(一般型、高齢者型)建
設戸数 ０戸

特定優良賃貸住宅
家賃補助４４戸（６事
業者）

高齢者向け優良賃貸住
宅家賃補助
２５戸（２事業者）

地域優良賃貸住宅(一般
型)家賃補助
１０戸（１事業者）

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

平成１７年度末に計画
を立ち上げたため、平
成１８年度より検討

平成１８年度検討委員
会を立ち上げ検討した
結果、現在のところ園
児数も若干増えてお
り、平成２１年度ま
で、経過をみることに
した。平成２１年度ま
での経過をみて、平成
２２年度より統廃合に
ついて再検討する。

平成２１年度までの幼
稚園入園者数の経過を
みて、平成２２年度よ
り統廃合について再検
討する。 ― ― 断念

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

児童家庭課

住宅政策課

学校教育課

2



Ⅰ 効率的かつ自律した行政主体の確立
１ 経営感覚をもった効率的行政主体の確立
② ＰＦＩ手法の導入推進

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
駅西地区の賑わ

いの持てるまちづ
くりを行うため、
土地区画整理を実
施し、民間資本等
を活用した施設機
能の再整備を行
う。

駅周辺整備構想
策定委員会による
土地利用の基本的
条件整備

民間による施設
整備

区画整理

取組内容

委員会の開催 委員会の開催
パブリックコ
メントの実施
事業化コンペ
実施

区画整理 民間資本等の
導入（完了：
平成２４年
度）

計 画

4 駅西地区の再整備

現 状

駅西地区には、
低未利用のＪＲ用
地等が多く残って
いる。

取組課題

№ 実施事業 改革・改善目的

民間資本等を活
用し、まちの活性
化及び経費の節減
を図る。

基本項目
基本方針

3



１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

◎Ｈ１７年度 駅周辺
整備構想策定委員会
開催日
第１回Ｈ17.10.24
（設立）
第２回Ｈ18. 1.30
第３回Ｈ18. 3. 6

駅周辺整備構想策定委
員会
開催日
第４回Ｈ18. 5.15
第５回Ｈ18. 7.10
第６回Ｈ18. 8. 2
第７回Ｈ18. 8.18
第８回Ｈ18. 9.27

駅周辺整備構想策定委
員会
開催日
第９回Ｈ19.10.9

駅周辺整備構想策定委
員会
委員再委嘱
第１回Ｈ19.12.17

駅周辺整備構想策定委
員会
開催日
第10回Ｈ20.10.2
第11回Ｈ20.11.25

駅周辺整備構想策定委
員会
開催日
第4回Ｈ21.8.11
第5回Ｈ21.11.18

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

都市整備課

4



Ⅰ 効率的かつ自律した行政主体の確立
１ 経営感覚をもった効率的行政主体の確立
③ 市場化テスト（官民競争入札）の導入

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
検討組織の設
置及び検討

検討の結果に
より各部局で
導入の詳細検
討
パブリックコ
メントの実施

5 市場化テスト（官
民競争入札）の導
入検討

公共サービスの
質の向上及び経費
の節減を図る。

行政の民間開放
を推進する新たな
手法である「市場
化テスト」につい
ては、国において
試験運用をしてい
る段階であるが、
その導入に向けた
検討が必要であ
る。

検討組織を設け、
本格導入に向けた
検討を行う。
国や他自治体の導
入
状況の把握
他制度との比較検
討
本市における導入
の検討
検討組織の結果を
受け、各担当部局
で詳細検討する。

№ 実施事業

基 本 方 針
基 本 項 目
取 組 課 題

改革・改善目的 現 状 取組内容
計 画

5



１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

若手職員による検討会
を立ち上げ制度につい
ての調査・研究及び本
市における導入の可能
性について検討を行っ
た。

内部で検討 継続検討 現段階での導入は困難
であると判断される
が、引き続き国や他の
自治体の導入状況を把
握していくこととし
た。（他の自治体にお
いても少数の導入事例
はあるものの導入は進
んでいない。）

国や他の自治体の導入
状況を把握

断念

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

総務課
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Ⅰ 効率的かつ自律した行政主体の確立
１ 経営感覚をもった効率的行政主体の確立
④ 指定管理者制度の活用

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

11 (指定管理者制度
の導入)
きらめきみなと館

柔軟な施設利用を
図る。

現在直営で運営
している。

平成１７年１２
月に３Ｄ映画部門
の廃止が決定、そ
の後の活用方法と
して、小ステー
ジ・オープンカ
フェ・楽屋・控
室・会議室・の設
置改造を提案。

指定管理者制度
を導入する。

条例の改正
指定管理者の

募集・選定

検討 条例の改正
指定管理者の
募集
・選定

業務開始

10 (指定管理者制度
の導入)
きらめき温泉リ
ラ・ポート

柔軟な施設利用を
図る。

施設の管理運営
の一部を民間に委
託している。

平成１７年度
に、運営に関する
調査を実施。

指定管理者制度
を導入する。

条例の改正
指定管理者の

募集・選定

調査・検討 パブリックコ
メントの実施
条例の改正
指定管理者の
募集
・選定

業務開始

9 (指定管理者制度
の導入)
職業訓練センター

住民ニーズに対
応した効果的、効
率的な質の高い
サービスを提供す
る。

センターの施
設・設備の保全、
清掃等を委託して
いる。

指定管理者制度
を導入する。

条例の改正
指定管理者の

募集・選定

条例の改正
指定管理者の
募集

指定管理者の
選定
業務開始

条例の改正
指定管理者の
募集

指定管理者の
選定
業務開始

駐車場は、市で
管理しているが、
一部民間に委託し
ている。

駐輪場は、市で
管理し、放置自転
車対策をシルバー
人材センターに委
託している。

検討

8 (指定管理者制度
の導入)
福祉総合センター
やまびこ園
知的障害者通所授
産所

住民ニーズに対
応した効果的、効
率的な質の高い
サービスを提供す
る。

敦賀市福祉総合セ
ンター

敦賀市社会福祉
協議会に管理委託
している。
【管理委託料】
敦賀市立やまびこ
園・敦賀市立知的
障害者通所授産所

敦賀市社会福祉
事業団に委託して
いる。
【支援費】

条例の改正
指定管理者の
募集・選定

計 画

中池見の維持
管理体制の検
討

6 (指定管理者制度
の導入)
中池見

多様化する住民
ニース゛に効果
的、効率的に対応
するため、民間の
豊かな発想で、中
池見の利用活用を
図ると共に、経費
の節減等を図る。

施設等の管理運
営として、嘱託1名
を配置している。

維持、管理運営
及び環境に関する
体験学習等を業務
委託している。

動植物等の保全
及び注目種のモニ
タリングを業務委
託している。

№ 実施事業

指定管理者制
度移行の検討

条例の制定
指定管理者の
募集・選定

業務開始

業務開始

取組課題

7 (指定管理者制度
の導入)
駅前駐車場・駐輪
場

住民ニーズに対
応した効果的、効
率的な質の高い
サービスを提供す
る。

改革・改善目的 現 状 取組内容

指定管理者制度
を導入する。

条例の改正
指定管理者の

募集・選定

指定管理者制度
を導入する。

条例の改正
指定管理者の

募集・選定

指定管理者制度
を導入する。

条例の改正
指定管理者の

募集・選定

基本方針
基本項目
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

中池見検討協議会 ４
回開催
維持管理体制の検討

中池見検討協議会
8月3日に開催
中池見の保全・活用

等のあり方について、
その検討内容を取り纏
め市長に提言を行った
中池見管理委員会

2月19日に開催
維持管理体制の検討

指定管理者制度導入の
ための手続等につい
て、県都市計画課等の
関係機関と検討を行っ
た。

6月19日に中池見湿地生
物多様性保全協議会を
設立した。（ＮＰＯ中
池見ねっと及び敦賀市
から選出された会員に
より構成）

20年度に設立された中
池見湿地生物多様性保
全協議会により、利活
用と経費節減を図りつ
つ、市民による保全・
管理等の検討を行っ
た。
なお、本協議会は21年
度末で解散した。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

市営駐車場について
は、現状は今までどお
りだが、今後、指定管
理者制度導入について
は、土地区画整理事業
を実施する事により検
討を要する。
駐輪場は、シルバー人
材センターへ業務委託
している。
２,０６１千円

市営駐車場について
は、土地区画整理事業
実施により、駐車場の
移転が必要となる。民
活の導入、指定管理者
制度導入と併せて検討
を要する。
駐輪場は、シルバー人
材センターへ業務委託
している。
１,４５５千円

市営駐車場について
は、土地区画整理事業
実施により、駐車場の
移転が必要となるた
め、今後の管理運営に
ついて、検討を要する
駐輪場は、シルバー人
材センターへ業務委託
している。
１,４５５千円

市営駐車場について
は、土地区画整理事業
実施により駐車場の移
転が必要となるため、
今後の管理運営につい
て検討を要する。
駐輪場は、シルバー人
材センターへ業務委託
している。
１,４４３千円

市営駐車場について
は、土地区画整理事業
実施により駐車場の移
転が必要となるため、
今後の管理運営につい
て検討を要する。
駐輪場は、シルバー人
材センターと業務委託
している。
１,４４５千円

断念

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

敦賀市福祉総合セン
ターの設置及び管理に
関する条例の一部改正
及び施行規則の一部改
正
敦賀市社会福祉施設設
置及び管理条例の一部
改正
敦賀市立知的障害者通
所授産所及び敦賀市立
やまびこ園の管理及び
運営に関する規則の一
部改正
指定管理者の募集

７月から指定管理者に
よる業務開始

指定管理者による業務
継続

指定管理者による業務
継続

指定管理者による業務
継続

完了

効果額
（千円）

0 25,476 33,017 30,912 31,612

内容

敦賀市職業訓練セン
ター設置管理条例の一
部改正
敦賀市職業訓練セン
ター設置管理条例施行
規則の一部改正
指定管理者の募集

７月から指定管理者に
よる業務開始

指定管理者による業務
継続

指定管理者による業務
継続

指定管理者による業務
継続

完了

効果額
（千円）

0 94 118 118 118

内容

指定管理者導入の検討 指定管理者導入の検討 ・指定管理者制度導入
に向け、６月議会にて
条例を改正
・指定管理者を募集
（９月７日～１月８
日）したところ、複数
の応募者あり。
指定管理者候補者選定
委員会にて選定中

・指定管理者候補者選
定の後平成２０年６月
議会に上程したとこ
ろ、指定管理料が他社
と比べて高額であるた
め否決
・８月から再度募集を
かけ、指定管理者候補
者を選定。１２月議会
に上程し可決。平成２
１年４月から指定管理
制度に移行

平成２１年４月１日よ
り指定管理者による管
理を開始。
事業効果については、
リラ・ポートに常駐の
嘱託館長１名と職員１
名の減。 完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 31,000

内容

指定管理者導入の検討 平成２０年度からの指
定管理者導入に備え、
条例、施行規則の内容
検討を行った。

・条例、規則を改正
・指定管理者の募集・
選定を行い、平成２０
年４月から指定管理者
による業務開始

4月から指定管理者によ
る業務開始

指定管理者による業務
継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 14,817 16,217

実 施 状 況
担当課

環境課

生活安全課
都市整備課

地域福祉課

商工政策課

観光まちづ
くり課

商工政策課
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

15 (指定管理者制度
の導入検討)
総合運動公園

住民ニーズに対
応した効果的、効
率的な質の高い
サービスを提供す
る。

職員と民間委託
で管理している。
敦賀市都市公園条
例及び敦賀市教育
委員会に対する事
務委任規則に基づ
き運営管理してい
る。

指定管理者制度
の導入を検討す
る。
総合運動公園内施
設（陸上競技場、
野球場、テニス
コート、体育館、
多目的広場、ゲー
トボール場、弓道
場、プール、ト
レーニング室、ち
びっ子広場の１０
施設）及び公園内
管理業務

検討 検討 検討結果によ
る導入の判断

14 (指定管理者制度
の導入)
きらめきスタジア
ム
武道館
花城テニスコート

住民ニーズに対
応した効果的、効
率的な質の高い
サービスを提供す
る。

職員と民間委託
で管理している。

指定管理者制度
を導入する。

条例の改正
指定管理者の

募集・選定

（きらめきス
タジ

アム）
条例の改正
指定管理者の
募集

（きらめきス
タジアム）
指定管理者の
選定
業務開始

（武道館・花
城テニスコー
ト）
条例の改正
指定管理者の
募集
・選定

（武道館・花
城テニスコー
ト）
業務開始

13 (指定管理者制度
の導入検討)
公設地方卸売市場

公設市場の公平
な利用と公共性を
持った市民サービ
スの向上を図る。

１取扱量の減少
小売業の減少、

生産者の高齢化
生産者と消費者

との連携による直
販所の増加

魚市場の分離に
よる人的減少

関連店舗の撤退
２維持管理の増加

昭和５９年開
設。経年による老
朽化の進捗

指定管理者制度
の導入を検討す
る。

情報収集 検討 検討 検討結果によ
る導入の判断

12 (指定管理者制度
の導入)
黒河農村ふれあい
会館

住民ニーズに対応
した効果的、効率
的な質の高いサー
ビスを提供する。

黒河農村ふれあ
い会館管理運営委
員会に管理委託し
ている。

指定管理者制度
を導入する。

条例の改正
指定管理者の募

集・選定

条例の改正
指定管理者の
募集

指定管理者の
選定
業務開始

計 画
取組内容№ 実施事業 改革・改善目的 現 状
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

条例改正12月議会で議
決
募集（公募）を行っ
た。（H.18.1.23～3.3
まで）

７月から指定管理者に
よる業務開始

指定管理者による業務
継続

指定管理者による業務
継続

指定管理者による業務
継続

完了

効果額
（千円）

0 129 127 132 132

内容

岐阜県高山市の情報を
収集した

平成２０年度からの指
定管理者導入に備え、
条例、施行規則の内容
検討を行った。

・条例、規則を改正
・指定管理者の募集・
選定を行い、平成２０
年４月から指定管理者
による業務開始

指定管理者による業務
継続

指定管理者による業務
継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 4,790 2,451

内容

きらめきスタジアム
１７年度に条例・規則

の改正を行い、１～３月
に指

定管理者を募集した。
（応募者１件）

今後、指定管理者候補
者選定委員会審査会によ
り平

成１８年５月中旬に指
定管理者を決定し、議会
の議

決後、平成１８年７月
より指定管理業務を開始
予定
武道館、花城テニスコー
ト

今後の検討資料とする
ため、他市町村の実施状
況等

きらめきスタジアム
指定管理者による業務
開始（平成１８年７月
より）
武道館 平成２０年度
からの指定管理者導入
に備え、条例、施行規
則の内容検討を行っ
た。
花城テニスコートにつ
いては検討中

（きらめきスタジア
ム）
・指定管理者による業
務継続

（武道館）
・条例、規則を改正
・指定管理者の募集・
選定を行い、平成２０
年４月から指定管理者
による業務開始

（花城テニスコート）
・指定管理者の導入に
ついて検討中

（きらめきスタジア
ム）
・指定管理者による業
務継続

（武道館）
・４月から指定管理者
による業務を開始

（花城テニスコート）
・指定管理者の導入に
ついて検討中

（きらめきスタジア
ム）
・指定管理者による業
務継続

（武道館）
・指定管理者による業
務継続

（花城テニスコート）
・指定管理者の導入に
ついて検討中

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 2,009 2,009 4,559 4,559

内容

１７年度に今後の検討
資料とするため、他市
町村の実
施状況等の把握に努め
た。

今後の検討資料とする
ため、他市町村の実施
状況等の把握に努め
た。

今後の検討資料とする
ため、他市町村の実施
状況や、指定管理の可
能な市内業者等の把握
に努めた。

今後の検討資料とする
ため、資料収集及び他
市町村の実施状況等の
把握に努めた。

今後の検討資料とする
ため、資料収集及び他
市町村の実施状況等の
把握に努めた。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況

農務課

担当課

農務課

スポーツ振
興課

都市整備課
総合運動公
園
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Ⅰ 効率的かつ自律した行政主体の確立
１ 経営感覚をもった効率的行政主体の確立
⑤ 民間委託等の推進

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

実施

18 図書館業務の一部
民間委託

図書館業務の効
率化及びサ－ビス
の向上を図る。

職員１０名（臨
時含む）で交代勤
務、土日勤務をロ
－テ－ションで運
営している。

利用者が多い土
日祭日や夜間８時
までの延長開館時
には、補助として
シルバ－へ委託し
ている。

管理業務を除き
カウンタ－業務、
書架整理、配架業
務等の一部を民間
委託にする。

窓口業務の一部
民間委託化により
開館日の拡大（図
書整理期間の縮
小）や開館時間の
延長（１９時ま
で）を実施する。

検討開始 委託業者の選
定
研修

実施

実施

17 学校給食センター
委託業務内容の拡
大

経費の節減を図
る。

平成１５年度か
ら一部業務につい
て民間委託を行っ
ている｡
平成１５年度～

給食配送業務
平成１６年度～

学校給食調理業
務

地域経済の状況
を十分配慮しなが
ら、物資購入及び
ボイラ－の運転管
理業務、調理機器
管理等を委託す
る。

検討開始 検討 試行
検証

試行
構築

16 漁業・農業集落排
水施設の維持管理
統合

一元管理による
経費の節減を図
る。

各汚水処理場施
設ごとに各管理業
者に維持管理業務
を委託している。

集落排水施設全
体を統合して維持
管理業務を一括で
委託する。

調査・検討 調査結果によ
り、具体的な
管理運営につ
いて検討委員
会を設置し、
検討

検討継続

計 画

基本方針
基本項目

取組内容

取組課題

№ 実施事業 改革・改善目的 現 状
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

各管理組合の管理(９事
業)を魚排と農排の２事
業会計にまとめた場合
の問題点について、内
部検討をした。(財政課
と協議)

内部検討継続中 漁排３地区、農排５地
区の施設管理業務を統
合委託した。

実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

学校給食配送業務及び
調理等業務について
は、万全を期し実施
中。物資購入について
は大変難しい点も多
く、今後共調査研究し
ていきたい。又ボイ
ラーの運転管理及び調
理機器管理について
は、実施の方向で委託
内容に含めた形で、検
討中

調理委託業者とボイ
ラー運転管理及び調理
機器管理業務委託実現
について協議検討し
た。

調理委託業者において
調理機器等の小修繕等
ができる人材を雇用し
た。
また、ボイラー運転管
理委託について引続き
協議した。

調理委託業者において
調理機器等の小修繕が
出来る人材を雇用継続
した。
また、ボイラー運転管
理に向け、ボイラー取
扱講習を受講した従事
者を確保した。

調理委託業者において
調理機器等の小修繕が
出来る人材を雇用継続
した。
また、ボイラー運転管
理の、一部業務実施に
向けた講習会等を行っ
た。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

金曜日８時までの延長
開館時の利用者数の現
状を分析し、今後も開
館時間延長や、これに
伴う民間委託の拡大に
ついても検討。

金曜日８時までの延長
開館時の利用者数の現
状分析と民間委託業者
の調査。

平成２０年度から開館
時間の延長（火曜日～
金曜日は10:00～19:00
まで１時間延長）及び
図書館業務の一部に民
間委託の導入を決定。

平成２０年４月１日か
ら開館時間の延長（火
曜日～金曜日は10:00～
19:00までとし１時間延
長）及びカウンター業
務、配架業務等の一部
を民間委託した。

平成２０年４月１日か
ら開館時間の延長（火
曜日～金曜日は10:00～
19:00までとし１時間延
長）及びカウンター業
務、配架業務等の一部
を民間委託した。 完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

学校給食セ
ンター

図書館
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Ⅰ 効率的かつ自律した行政主体の確立
１ 経営感覚をもった効率的行政主体の確立
⑥ 既存施設の利活用と公共施設のあり方の見直し

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

21 小中学校の適正配
置

移動図書館車で
月１回町内を巡回
しているが、時間
的制約もあり特定
の利用者に限られ
ている。

検討 実施

審議会答申 具体案の作成 実施

廃校後の施設に
ついて、地域住民
等が参画した施設
活用検討委員会に
おいて検討し、地
域の活性化と市民
の交流ができる施
設として整備す
る。

旧愛発小中学
校施設活用計
画検討委員会
を設置
有効な施設の
活用策、運営
方法を検討

旧葉原小学校
施設活用計画
検討委員会
(仮称)を設
置
有効な施設の
活用策、運営
方法を検討

敦賀市立小中学校
適正配置等審議会
設置条例に基づく
審議会の開催
統廃合の実施

敦賀市立小中
学校適正配置
等審議会設置
条例の制定

審議会開催、
検討

効率的な施設
の活用

実施19 農家高齢者創作館
の見直し

経費の節減を図
る。

伝承料理講習会
等の開催に使用し
ているが、年間利
用回数は５回程度
で、その他の利用
がほとんどない。

昭和５３年度に
国庫補助金で建設
されているため、
起債等の調査を進
め、有効利用又
は、廃止の方向で
検討する。

有効利用又
は、廃止の調
査、検討

継続調査、検
討
パブリックコ
メントの実施

現 状 取組内容
計 画

小中学校の統廃合
に伴う廃校施設の
有効活用の推進

廃校後の施設の
有効活用と効率的
な運営を図り、地
域の賑わいの創出
と活性化を推進す
る。

住民にとって最
も身近な公共施設
である学校が廃校
となることによ
り、地域の衰退が
懸念される。

廃校後の施設に
ついては、地域の
実情を考慮した有
効活用と運営の効
率化が課題とな
る。

充実した学校教
育の実現を図る。

敦賀市立小中学
校適正配置等審議
会を開催し、中学
校を軸にした適正
配置、適正規模に
ついて検討する。

22 図書の利用推進 市民の利便性向
上及び公民館の利
用拡大を図る。

取組課題

№ 実施事業 改革・改善目的

基本項目

20

①粟野公民館を利
用し２，０００冊
以上の資料を配架
②学校、保育園、
老人施設の２５ケ
所に１か月の期
間、資料の貸出
小学校
大規模校７校３０
０冊
中規模校４校１０
０冊
小規模校５校 ５
０冊
保育園 ７園 ５
０冊
老人施設２園 ５
０冊

基本方針
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

有効利用又は廃止の調
査検討を継続中であ
る。

有効利用の検討 有効利用の検討 有効利用の検討 有効利用の検討

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

左記の委員会を設置
し、有効な施設の活用
策、運営方法が検討さ
れ、結果報告書がまと
められた。

旧愛発小中学校の愛発
公民館への活用計画作
成

愛発公民館を旧愛発小
中学校へ移転開館
旧葉原小学校利活用検
討委員会を視察研修会
を含め５回開催し、平
成２０年５月に社会実
験の開催を決定

旧葉原小学校は、いっ
ぷく木ノ芽茶屋運営委
員会を設置、６回開
催。春と秋2回物販等の
イベント開催。
今後も有効な施設の活
用策、運営方法を検討

旧葉原小学校は、いっ
ぷく木ノ芽茶屋運営委
員会・利活用検討委員
会を、６回開催。秋に
物販等のイベント開
催。
今後も有効な施設の活
用策、運営方法を検討

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

１２月議会で敦賀市立
小中学校適正配置等審
議会設置条例の制定を
行い、審議会実施に向
け、要綱を設置する。

平成１８年度３回開
催。
小中学校の全体的な配
置や学校数等について
検討。
平成２０年３月までに
答申を取りまとめ、教
育委員会に提出するこ
とで確認した。

平成１９年度５回開催
平成２０年３月２７日
答申書を教育委員会教
育長に提出
市立小中学校適正配置
等審議会は、平成１９
年度をもって解散

通学区域審議会におい
て適正配置を審議し
た。
３回開催

今後の角鹿中学校のあ
り方について、当該地
区の区長会及びＰＴＡ
に対し説明会を実施。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

移動図書館車の廃止を
決定。
図書利用推進事業によ
り粟野公民館、学校、
保育園､老人施設への図
書の配架を平成１８年
度より開始することを
決定。

粟野公民館に約３００
０冊の図書、雑誌、新
聞等を配架して貸出業
務を開始。また学校、
保育園、老人施設等２
１施設へ月１回 図書
の貸出。

粟野公民館に約３００
０冊の図書、雑誌、新
聞等を配架して貸出業
務を実施。また学校、
保育園、老人施設等２
０施設へ月１回 図書
の貸出。

粟野公民館に約５００
０冊の図書、雑誌、新
聞等を配架して貸出業
務を実施。また学校、
保育園、児童館等２５
施設へ月１回 図書の
貸出。

粟野公民館に約５００
０冊の図書、雑誌、新
聞等を配架して貸出業
務を実施。また学校、
保育園、児童館等２７
施設へ月１回 図書の
貸出。

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

農務課

教育総務課

学校教育課

図書館
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Ⅰ 効率的かつ自律した行政主体の確立
１ 経営感覚をもった効率的行政主体の確立
⑦ 構造改革特区や地域再生計画への積極的な取組み

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
23 構造改革特区・地

域再生計画の申請
構造改革特区
１件申請又は
１件提案

地域再生計画
１件申請又は
１件提案

まちの活性化及
び多様な行政課題
の解決を図る｡

平成１７年度に
地域再生計画「敦
賀市『清らかな水
の再生』計画」が
認定された。

特区の認定はな
し。

実施計画ヒアリ
ング及び基本計画
策定作業の中で課
題を抽出し、構造
改革特区や地域再
生計画の申請メ
ニューがあれば認
定申請を行い、申
請メニューがなけ
ればメニューに加
えられるよう提案
の上、認定申請を
行う。

敦賀市『清ら
かな水環境の
再生』計画の
認定
１件申請

№ 実施事業 改革・改善目的

基本項目
取組課題

基本方針

現 状 取組内容
計 画
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

平成１７年９月２８日
に認定申請を行い、１
１月２２日、内閣府よ
り認定を受けた。これ
により、平成１７～２
１年度における汚水処
理施設整備交付金
429,668千円を確保し
た。

申請なし 申請なし 福井大学の地域再生人
材創出拠点の形成プロ
グラム提案のため、地
域再生計画「緊急被ば
く医療に強い救急総合
医養成計画」（案）を
作成。

20年度に作成した、地
域再生計画「緊急被ば
く医療に強い救急総合
医養成計画」を、6月1
日に認定申請し、7月17
日に内閣府より認定を
受けた。
これにより、福井大学
が文部科学省からの、
平成21～25年度におけ
る文科学技術振興調整
費175,000千円を確保し
た。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

13,535 123,923 123,793 101,750 66,667

実 施 状 況
担当課

政策推進課
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Ⅰ 効率的かつ自律した行政主体の確立
１ 経営感覚をもった効率的行政主体の確立
⑧ 地方公営企業の経営健全化

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
改革・改善目的

基本項目

計 画

取組課題

№ 実施事業

24 水道事業の効率的
な運営の実施と質
の高いサービスの
提供

26

27 病院経営の健全化

基本方針

現 状 取組内容

維持管理費のコ
スト削減を図る。

業務の民間委託
を拡大する。

計画的な事業の
見直しを図る。
（費用対効果、有
収水量のアップ）

石綿セメント
管布設替２,
５００ｍ
漏水調査
洗管作業
有収率１％増
窓口業務委託
のシステム仕
様検討

石綿セメント
管布設替２,
５００ｍ
漏水調査
洗管作業
有収率１％増
窓口業務委託
のシステム構
築

石綿セメント
管布設替２,
５００ｍ
漏水調査
洗管作業
有収率１％増
窓口業務委託
試行・検証
浄水場管理業
務委託検討

水質検査、検針
業務、浄水場の保
守点検についての
業務については、
外部委託を実施し
ている。

石綿セメント管
（老朽管）の布設
替を平成９年から
実施している。

窓口・浄水場管
理業務の民間委託
を図る。

計画的な石綿セ
メント管の更新な
ど、ライフライン
機能の向上を図
る。

５ヶ年計画で有
収率９０％以上を
目指す施策を実施
する。

石綿セメント管
布設替

漏水調査
洗管作業

石綿セメント
管布設替２,
５９３ｍ
漏水調査
洗管作業
有収率１％増
窓口業務委託
の実施
浄水場管理業
務委託仕様書
作成

夜間徴収の実
施
給水停止の実
施

実施継続

指定事業者へ
の指導強化

実施継続

石綿セメント
管布設替２,
５００ｍ
漏水調査
洗管作業

実施継続 実施継続

料金未納率
2.0％以内を
達成する。

25 水道料金の確実な
回収

消費者の公平性
を確保し、経営基
盤の強化を図る。

年々滞納者が増
加しているため、
夜間徴収を実施し
ているが、決定的
な解決策となって
いない。

水道料金の見直し 地域水道ビ
ジョンの調
査、研究

地域水道ビ
ジョンの策定
（パブリック
コメントの実
施）

検討委員会で
の意見調整

料金改定の判
断

夜間徴収を毎月
２回以上の実施を
継続する。

水道無断使用を
なくすため定期的
に調査を実施す
る。

指定給水装置工
事事業者への指導
の強化する。

滞納者への給水
停止を平成１７年
度より実施する。

受益者負担の適
正化を図るととも
に経営基盤の強化
を図る｡

水道の普及率が
９６％近く達成し
ている。水道資産
は、老朽化に伴い
更新期を迎えてい
る。

経常収支は、今
のところ黒字基調
を維持しているも
のの、水道料金の
収入も横ばい或い
は減少する傾向に
あり、今後、財政
状況がますます厳
しくなると予想さ
れる。地域水道ビ
ジョンを策定し、
その地域の特性に
合った運営形態に
進化させ、料金体
系の再構築など運
営基盤の強化を推
し進める。

経営の効率化及
び患者・市民サー
ビスの向上を図
る｡

医師不足により
収益が減少してい
る｡

病院への市民
ニーズが多様化・
高度化している。

医師派遣要望
の強化
物品管理シス
テムの検討・
構築

医師確保
職員配置の適正化
人間ドックの充実
電子カルテシステ
ムの構築
物品管理システム
の導入

医師派遣要望
医師４２名体
制
平均在院日数
１７日以内

医師派遣要望
人件費割合６
０％以内
電子カルテシ
ステム完全実
施

医師派遣要望
２日ドック受
入５０％増
電子カルテシ
ステムの構築
診療材料費
１０％減
平均在院日数
２１日以内

医師派遣要望
電子カルテシ
ステムの導入
準備
物品管理シス
テム導入
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

石綿セメント管布設替
元町外6地区 総延長
2599.1ｍ
漏水調査 野坂外10地
区 総延長93.3km
漏水調査洗管作業 金ｹ
崎町外30地区 総延長
97.0km

石綿セメント管布設替
横浜外18地区
総延長3501.6ｍ
漏水調査
金ケ崎町外30地区
総延長85.6km
洗管作業
中央町1丁目外18地区
総延長120.0km

石綿セメント管布設替
中 外11地区
総延長3239ｍ

漏水調査
中央町1丁目 外18地

区
総延長120km

洗管作業
東洋町 外23地区
総延長97km

石綿セメント管布設替
原外11地区
総延長3012ｍ
漏水調査
長沢外21地区
総延長90km
洗管作業
若葉町2丁目外13地区
総延長77km

石綿セメント管布設替
新和町１丁目外14地区
総延長1487ｍ
漏水調査
和久野外13地区
総延長56km
洗管作業
萩野町外11地区
総延長76km

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

5,674 8,699 7,686 2,491 5,729

内容

課員全員による夜間徴
収（月２回）
対象者68名のうち悪質
滞納者１１名に対し給
水停止

課員全員による夜間徴
収（月2回）
対象者95名のうち悪質
滞納者42名に対し給水
停止

課員全員による夜間徴
収（月2回）
対象者111名のうち悪質
滞納者35名に対し給水
停止

課員全員による夜間徴
収(月2回)

対象者417名のうち悪質
滞納者170名に対し給水
停止

課員全員による夜間徴
収（月２回）

対象者438名のうち悪質
滞納者175名に対し給水
停止

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

9,629 9,108 2,578 1,913 1,441

内容

平成１８年度より地域
水道ビジョンの調査、
研究予定

地域水道ビジョンに関
する情報を他市町村か
ら収集し、調査、研究
を実施

敦賀市水道ビジョン策
定検討委員会を設置
し、年度内に４回の委
員会を実施

敦賀市水道ビジョン
策定検討委員会を年度
内に4回実施し、検討結
果報告書を市長に報告
した。当該内容は、今
後10年間は現状維持の
予定ではあるが、実施
状況により5年ごとに計
画を見直すこととして
いる。

当面は料金改定は実
施しない。しかし、５
年後の水道ビジョンの
見直しに合わせて、基
本水量や逓増型料金と
いった料金体系の見直
しを行う。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

金沢大学及び福井大学
に医師派遣要望を随時
実施。
常勤医師４名増員。
物品管理システムの検
討・構築（平成１８年
１０月導入予定）。

金沢大学及び福井大学
に医師派遣要望を随時
実施
常勤医師１名増員
物品管理システム導入
（平成１９年１月）

金沢大学及び福井大学
に医師派遣要望を随時
実施
常勤医師３名増員
２日ドック受入15％増
診療材料0.04％減
平均在院日数20.8日

金沢大学及び福井大学
に医師派遣要望を随時
実施
常勤医師２名増員
人件費割合65.0％であ
るが、平成１７年度に
比較して△5.8ポイント
の削減。
電子カルテシステム完
全実施

金沢大学及び福井大学
に医師派遣要望を随時
実施
常勤医師１名増員、医
師４２名体制
平均在院日数20.1日 一部完了

（目標未満）

効果額
（千円）

0 29,043 133,930 202,173 337,813

実 施 状 況
担当課

上水道課

上水道課

上水道課

病院事務局
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Ⅰ 効率的かつ自律した行政主体の確立
２ 住民との連携、協働活動の推進
① 地域協働の推進

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

基本項目
基本方針

市民活動推進
室の設置検討

現 状

ごみの減量とリサ
イクルの推進

改革・改善目的

行政の簡素化及
び市民活動団体育
成の観点から、市
民活動推進体制を
構築する。

地域社会におけ
る連帯感の醸成及
び自治意識の向上
を図るとともに、
地区の実情に応じ
た個性豊かなまち
づくりを推進す
る。

31

実施事業

取組課題

№

28 区長事務の手引き
の作成

実施継続ごみの分別・保管
からステーションで
の集積、収集、リサ
イクルに至るまで
の、本市に最も適し
たリサイクル基本計
画を策定する。

ごみの分別、古紙
回収、買物マイバッ
ク持参運動等を推進
する。
環境基本計画での目
標値
(目標年次 平成２
４年)
１人１日平均排出量
７５３g
リサイクル率 ３
１%

市民活動団体は
個々に活動を行っ
ており、団体同士
の連携や情報の共
有化が図られてい
ない。

事業実施 実施継続 実施継続

市民活動団体の
活動拠点となり、
団体同士の連携を
図る市民活動推進
室を設置する。
業務内容
①ＮＰＯ法人の設
立相談
②ボランティア団
体等の活動に伴う
各種相談
③学習会・研修会
等による人材育成
④活動を希望する
市民への情報提供

地域社会の連帯
感が欠如し、その
ことが地域の安
全、安心をも阻害
する要因となって
いる。

地域の公募委員
からなる自治振興
会（仮称）によ
り、創意工夫によ
るまちづくり事業
を計画し、実施す
る。

地区のメンバー
を公募し、自治振
興会（仮称）を組
織

地域じまんづく
り事業計画の策定

審査会で審査
後、地域じまんづ
くり事業を実施

循環型社会構築
のため、1人１日
平均排出量の低減
及びリサイクル率
の向上を図る。

市民活動推進室の
設置

30 地域社会における
個性豊かなまちづ
くりの推進

29

区長事務に役立
つ必要情報や様々
な様式を網羅した
「区長事務の手引
き」を作成する。

作成にあたって
は区長連合会と市
が協働で内容を検
討し、必要情報を
とりまとめる。

計 画

区長事務活動に
ついてのマニュア
ルを作成し、地区
行政の円滑な運営
に資するととも

に、市から区長に
依頼する事務内容
や区長が行う事務
を明瞭にすること
により、各地区と
市の連携を深め

る。

取組内容

市から区長に依
頼する事務は、市
への要望の取りま
とめ、市からの配
布物の各世帯への
配布など慣例的に
行っているものが

多い。
市からの依頼等

が、全体として整
理されていない。

手引きの内容
検討
手引き作成

市民活動推進
室の設置

モデル地区
（愛発地区）
自治振興会
（仮称）を組
織
計画策定
審査会開催

平成１６年度 １
人１日平均排出量
１,１３１ｇ
(福井県 H15 ９７
４ｇ)

平成１６年度 リ
サイクル率 １
６．２%
(福井県 H15 １
８.６%)

リサイクル基
本計画検討開
始
リサイクル検
討委員会設置

リサイクル基
本計画に基づ
き、可能な施
策から順次実
施

リサイクル基
本計画策定
（パブリック
コメントの実
施）
リサイクル検
討委員会開催

実施継続
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

平成１８年度より手引
きの内容検討及び作成
予定

区長事務の手引きを作
成。各区長に配布。

手引きの内容を随時見
直し

実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

市民活動推進室の設置
に向け、室の業務内容
や規模、組織としての
位置づけなどを検討
し、１８年度組織改正
への橋渡しを行った。

市民活動支援室の設
置。
団体の活動拠点と自由
な情報交換の場とし
て、男女共同参画セン
ター内に交流サロンを
開設。ＮＰＯ法人の情
報・意見交換会を開催
し、連携した取り組み
を実施。市民への啓発
活動として、４回の体
験講座を実施。

実施継続 実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

地域じまんづくり事業
の枠組みを構築し、平
成１８年度に愛発地区
をモデルに実施する予
算を計上した。

モデル地区（愛発地
区）において事業計画
を策定し、審査委員会
を開催した。

モデル地区（愛発地
区）において事業を実
施。また、19年度応募
事業については審査委
員会を開催し、７団体
を事業認定した。

モデル地区（愛発地
区）及び19年度に認定
した７団体が事業を実
施。２０年度応募事業
については、審査委員
会を開催し、３団体を
事業認定した。

モデル地区（愛発地
区）、19年度に認定し
た２団体、20年度に認
定した3団体が事業を実
施。21年度応募事業に
ついては、審査委員会
を開催し、2団体を事業
認定した。

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

完了

（廃棄物対策課）
敦賀市リサイクル推進
検討委員会の設置

本市のごみ処理の現
状と課題を説明

平成17年12月開催、
委員14名（うち３名は
行政）
（清掃センター）
ごみの減量対策として
生ごみ処理容器購入者
に対する補助を実施
し、本年度は、４６台
と昨年に比較し５台増
加。また、買物マイ
バック持参運動の一環
として、５００枚のマ
イバックの提供を行っ
た。リサイクルの推進
として古紙類の回収、
その団体回収、ごみス
テーション回収を実施
しているが、今年は、
１２月からの豪雪の影
響を受け特に団体回収
が計画的に進まず減少
し、リサイクル率は、
１５．７％ 、１人１
日平均排出量は、１,１
４３ｇとなっている。

（廃棄物対策課）
敦賀市リサイクル推進対策
検討委員会による計画案検
討

委員会３回、部会（燃や
せるごみ部会・資源ごみ部
会）各３回開催

平成１９年３月 計画策
定

目標値（平成２２年
度）見直し １７年度
比 リサイクル率１０％増
、１人１日平均ごみ排出量
２００ｇ減
（清掃センター）
ごみの減量対策として生ご
み処理容器購入者に対する
補助を平成３年度から実
施、本年度は、４０件で昨
年比６件減少した。また、
買物マイバック持参運動の
一環として、昨年に引き続
き５００枚のマイバックを
市民に提供した。

リサイクルの推進として
古紙回収を実施している
が、団体回収量が計画を上
回り、リサイクル率は１
６．１％で昨年度比０．
４％上昇した。１人１日平
均排出量は、１,２２１ｇ
となっている。

（廃棄物対策課）
「ハーツつるが」がレジ袋
を有料化することを受け、
福井県民生活協同組合、敦
賀消費者連絡協議会及び敦
賀市の３者間で協定を締結
（7/20）。同協定に基づ
き、レジ袋有料化の理解を
求めるため広報活動を実施

ハーツつるがにおけるレ
ジ袋持参率：実施前 57％
台（19年7月）、実施後92％
（20年1月）

マイバック持参運動への
賛同事業者と共同宣言を行
い（3/22）、ポスター等で
周知
（清掃センター）
19年度の生ごみ処理容器購
入者に対する補助件数 28
件（前年度比12件減）
マイバック持参運動の一環
として、昨年に引き続き500
枚のマイバッグを市民に提
供
古紙回収量については団体
回収量が計画を下回った
が、本年度から魚腸骨の収
集運搬を委託しリサイクル
を図ったことにより、リサ
イクル率は16.5％で昨年度
と比較し0.4％上昇した。１
人１日平均排出量は、1,197
ｇとなっている。

（廃棄物対策課）
・敦賀市レジ袋削減推進協
議会を設置。平成２１年３
月２日より、参加事業者に
おいてレジ袋有料化実施
（市内全１５店舗）
・環境リーダー養成講座を
３回開催
（清掃センター）
・生ごみ処理容器購入者に
対する補助件数は４１件
（前年度比１３件増）。ま
た、電気式生ごみ処理機は
市民に普及したことによ
り、本年度で補助対象から
除きコンポスト・EM容器を
補助対象とする。
・マイバッグ持参運動の一
環として、５００枚のマイ
バッグを市民に提供（平成
１７年度から実施）したが
市民に普及したことにより
本事業は今年度で打ち切
り。
・ガラスビンのリサイクル
向上を図るため、６月から
３ヶ月間１０町内でビンを
コンテナで収集するモデル
事業を実施（本年度は７０
町内）することと合わせて
市民に周知・理解を得るた
め全町内で地元説明会を開
催した。
・ごみのリサイクル率は１
６．８％（前年比０．３％
上昇）
・１人１日平均ごみ排出量
は１,１４９ｇ（前年比４８

実 施 状 況

（廃棄物対策課）
レジ袋有料化に黒川ク

リーニング社が参加、
市民団体グリーンコン
シューマーつるがへ活
動補助金を交付しエコ
ガイドブックを作成す
るなど、行政・市民・
事業者が一体となり、
ごみ減量とリサイクル
推進の取組みを実施。
（清掃センター） 全
ゴミステーションでの
古紙回収の実施及びビ
ンの分別収集の実施に
より、リサイクル率の
向上を達成した。（前
年度比1.8％上昇）

担当課

総務課

市民協働課

政策推進課

廃棄物対策
課
清掃セン
ター

内容
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
実施事業№

34 地域住民との協働
による公民館運営
の活性化の推進

平成１７年度よ
り北・南公民館長
に地域の人材を任
用し、地域の特色
ある公民館運営を
目指している。

現 状

主体的に事業計
画を実施できるよ
う実行委員会で事
務局を持ち、市民
が自主、自発的な
活動ができる体制
を構築する。

市は、補助金を
交付するととも
に、活動の拠点を
提供し活動を支援
する。

敦賀市土地利用
調整条例及び敦賀
市景観条例に基づ
き基本計画を策定
し、地域の特性に
あったまちづくり
を推進する。

里山の森林づく
り推進実行委員会
の主体的な運営が
できるよう組織の
構築を図り、森林
づくりのリーダー
を中心とした自発
的な活動体制の強
化を図る。

平成１５年度に
自主的な森林整備
の促進を図る里山
の森林づくり推進
実行委員会を設立
したが、市に事務
局を置き、市の事
業として実施して
いる。

取組内容

無秩序な土地利
用が見られ、良好
な市街地の形成及
び良好な景観が損
なわれている。

校下補導員に関
する検討会を設置
し、検討する。

各小学校校下､
愛護センター専属
補導員の選任

報償費･補導員
退職年齢の見直し

平成２０年度を
目途に全ての公民
館で民間館長を任
用し、地域住民と
の協働による公民
館運営の活性化を
推進する。

35 校下補導員の導入

改革・改善目的

33 土地利用調整と景
観形成の推進

無秩序な土地利
用を指導すること
により、良好な土
地利用を推進す
る。

また、市民自ら
が地区の特性を生
かしたまちづくり
に取り組み、景観
づくりを推進す
る。

これまでの行政
中心の公民館運営
から地域住民との
協働による公民館
運営の推進を図
る。

里山の森林づくり
の推進

32

実施継続

自主運営化の
検討

試行、調整

計 画

民間公民館長
の任用（２
館）

民間公民館長
の任用（２
館）

民間公民館長
の任用（２
館）

実施継続

実施継続実施継続

実施継続完全実施

土地利用調整
条例、景観条
例及びまちづ
くり審議会設
置条例の制定

条例の施行
条例に基づく
取組み
基本計画の策
定

構築､導入 完全実施

民間公民館長
の任用（３
館）

愛護センター専
属の補導員により
補導巡視している
が、目の行き届か
ない場合もある。

各小学校の校下
補導員を新しく委
嘱し、下校時にお
ける危険個所や従
来の場所等を広く
補導巡視し、不審
者への対応と非行
の未然防止に努め
る｡

検討開始
報償費、補

導員定年の見
直

検討
検討員の選

任
検討会の

実施
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

推進実行委員会におい
て、自主運営化を検討
した。その結果、自主
的な森林整備の促進を
図るよう次年度の事業
計画書が作成された。

完全実施 実施継続 実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

平成１７年１２月２７
日に条例を制定した。

条例に基づく届出
１９件
基本計画の策定

条例に基づく届出
２４件
基本計画の見直し

条例に基づく届出
２３件
基本計画の見直し

条例に基づく届出１３
件
基本計画の見直し
２つの景観形成協議会
の認定と２つの景観形
成推進計画の決定

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

平成１７年度より北・
南公民館長に地域の人
材を任用し、地域の特
色ある公民館運営を目
指して現在、模索中で
ある.

西・東郷公民館長に地
域の人材を任用し、地
域の特色ある公民館運
営を目指している.

中郷・東浦・粟野公民
館長に地域の人材を任
用。

愛発・松原公民館長に
地域の人材を任用。

実施継続

完了

効果額
（千円）

9,884 20,542 36,312 46,116 46,116

内容

平成１８年度より検討
予定

報償費・補導員定年の
見直し

17年度から登下校時の
見守り隊が校下単位で
構築されており、今の
所、見守り隊で網羅さ
れているため当分の間
中断する。

17年度から登下校時の
見守り隊が校下単位で
構築されていているた
め、今の所、見守り隊
で網羅されているため
当分の間中断する。

17年度から登下校時の
見守り隊が校下単位で
構築されている。現在
も、見守り隊で網羅さ
れ、有効的な活動を継
続していることから、
当分の間中断する。

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

林務水産課

都市整備課

生涯学習課

少年愛護セ
ンター
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Ⅰ 効率的かつ自律した行政主体の確立
２ 住民との連携、協働活動の推進
② 市民参画の推進

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
計 画

取組課題

協力要請継続
ボランティア
制度の確立

行政と一体と
なった管理体制を
確立する。

地域住民への維持
管理活動の協力依
頼
ボランティア制度
の構築

地域で管理可
能な公園につ
いて、地区住
民による維持
管理を協力要
請

協力要請継続
公園管理につ
いて、地区の
管理状況や管
理方法のアン
ケート実施

協力要請継続
ボランティア
制度の検討

協力要請継続
ボランティア
制度の実施

基本方針
基本項目

取組内容

電子会議室を開
催し、市民から意
見を得る。
多数の参加が得ら
れる方法を検討
し、実施する。

37

36 電子会議室の開催 電子会議室の開
催による特定事業
に対し市民意思を
反映させる。

平成１６年度は
開催実績なし。平
成１５年度以前は
開催していたが、
多数の参加が得ら
れず、開催方法等
について検討中で
ある。

№ 実施事業 改革・改善目的 現 状

検討開始
電子会議室に
対する参加方
式の検討
検討会の開催

電子会議室を
１回以上開催

実施継続

女性リー
ダーの養成及
び審議会等へ
の積極的登用
を促進

実施継続

実施継続 実施継続

実施継続「つるが男
女共同参画プ
ラン」見直し
のため市民意
識調査の実施

「つるが男
女共同参画プ
ラン」の見直
しを審議会で
検討
平成１９年３
月策定

男女共同参画社会
の推進

地域、事業所推
進員を中心にリー
ダー等の養成を行
い、「男女共同参
画社会」の実現に
向けて一層の推進
を図る。

敦賀市の各種審
議会、委員会等、
地域社会において
の重要ポストにお
ける女性の登用率
は、平成１７年４
月１日現在２０．
９８％である。

行政、地域、事
業所において積極
的な女性の登用を
図るための体制づ
くり及び地域住民
の人材発掘、育成
を図る。
地域・事業所にお
ける男女共同参画
推進員による積極
的な男女共同参画
の啓発及び市民参
画事業「フォーラ
ム」の開催や公募
委員による広報紙
「りぷる」を発行
する。
目標：２２年度
登用率３０％

39 公園施設の維持管
理の取組

地域住民と行政
の連携強化と地域
住民の公園施設の
維持管理を推進す
る。

地区及びボラン
ティアによる公園
清掃作業を実施し
ているが、公園数
の増加に加え、社
会奉仕作業の不参
加が見られる。

38 障害福祉計画の策
定

障害者自立支援
法の基本指針に即
し、障害福祉サー
ビス、相談支援及
び地域生活支援事
業の提供体制の確
保に関する「障害
福祉計画」を策定
する。

計画に基づく
サービスの確
保

計画に基づく
サービスの確
保
計画見直し

障害者自立支
援法の成立によ
り、３年を１期と
する「障害福祉計
画」の策定が義務
付けられた。

策定委員会を設
置し、市民や当事
者から住民ニーズ
を的確にとらえ計
画に反映する。

策定内容は、各
年度ごとのサービ
ス種類ごとの見込
量とその確保のた
めの方策を策定す
る。

策定委員会の
設置
アンケート・
パブリックコ
メントの実施
計画の策定

計画に基づく
サービスの確
保
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

１８年２～３月に開
催、参加者７４名、発
言数１４５ テーマ
①ストップ！地球温暖
化 ②あなたが描く、
新しい港まちの風景
③敦賀のまちをアツく
する！ ④世界に向け
て、敦賀港はいま！
⑤これが敦賀に似合う
駅 みんな集まれ！駅
前空間 ⑥教えて？敦
賀のええとこ探し

電子会議室開催なし
第５次総合計画第３期
基本計画策定にあた
り、ホームページ上で
原案を掲示し、広く意
見を聴取する場を設け
た。

２０年２～３月に開
催。参加者１４名、発
言数５８。
テーマ①「あったらえ
えな、こんなバス」②
「もっと敦賀を好きに
なる！～広げよう！
やってみよう！ＮＰ
Ｏ・市民活動～」③
「ご紹介ください…ご
み減量の取り組みにつ
いて」④「くるっと敦
賀を巡ってみよう！～
敦賀のみどころ、まち
の散策について～」

電子会議室運営委員会
において、運営につい
て検討した結果
・市民意思を反映させ
る方法は、パブリック
コメント、アクセス２
１等で網羅されてお
り、役割が重複する。
・５回にわたる開催を
通して、一定の成果を
得られ、当初の目的は
ある程度達成されたと
考えられる。
・現況では適切な議題
が無い。
等の理由から、一時休
止とする。

一時休止

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

Ｈ１７.８.３～２０市
民意識調査を実施（敦
賀市在住１８才以上８
０才未満の男女１００
０名（男女各５００
名）回収率３８％

「つるが男女共同参画
プラン」見直しの実
施。
Ｈ１９.３月に策定。
推進員による推進会議
（講演会）を実施。
西地区において地域
フォーラムを実施。
広報紙「りぷる」を発
行。

リーダー養成等を目的
に推進会議や地域
フォーラム（中郷）を
実施

審議会等への女性登用
率微増（前年度比）
（登用率20.5％）
広報紙「りぷる」発行
を継続。

リーダー養成等を目的
に推進員研修会や地域
フォーラム（南地区）
を実施。
審議会等への女性登用
率微増（前年度比）
（登用率20.6％）
性差に関する相談窓口
の拡大。
広報紙「りぷる」発行
を継続。

推進員研修会や地域で
の自主的な取組を推進
するため講師派遣等を
実施し、リーダーの養
成を図る。
審議会等への女性登用
率微増（前年度比）
（登用率21.0％）
性差に関する相談窓口
の拡大。
広報紙「りぷる」発行
を継続。
第2次つるが男女共同参
画プラン策定のため委
員会を開催。
市民1,000名と事業所
100社を対象に意識調査
を実施。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

平成１８年度より策定
委員会の設置、アン
ケート・パブリックコ
メントの実施、計画の
策定予定

自立支援協議会によ
り、平成１９年３月に
障害福祉計画を策定

計画に基づき事業を実
施

計画に基づき事業を実
施
自立支援協議会にて計
画の見直しを実施
自立支援協議会の中に
作業部会（3部会）を設
置

計画に基づき事業を実
施
自立支援協議会を継続
して開催

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

町内会の一斉清掃時
に、除草や清掃の維持
管理を協力要請した。

町内会の一斉清掃時
に、除草や清掃の維持
管理を協力要請した。

町内会の一斉清掃時
に、除草や清掃の維持
管理の協力を要請し
た。

町内会の一斉清掃時
に、除草や清掃の維持
管理を協力要請した。

町内会の一斉清掃時
に、除草や清掃の維持
管理を協力要請した。
公園清掃ボランティア
活動内容の市ホーム
ページの掲載

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

政策推進課

市民協働課

地域福祉課

都市整備課
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

敦賀っ子教育審
議会、学校教育研
究委員会、ワーキ
ンググループの３
つの会議を継続
し、小・中・高の
連携を更に充実さ
せながら、今後、
地域や家庭、学校
との連携を図りな
がら、敦賀っ子教
育の質の向上を図
る。

一般公募委員を
含む駅周辺整備構
想策定委員会を設
置し、駅舎整備の
基本方針をまとめ
る。
また、アンケート
やワークショップ
を開催し、意見を
委員会において集
約する。

平成２１年度 工
事開始
平成２２年度 完
成

№ 改革・改善目的 現 状

敦賀っ子教育審
議会、学校教育研
究委員会、ワーキ
ンググループの３
つの会議を実施
し、小・中・高の
連携を図りなが
ら、教職員の職務
能力と資質向上、
児童生徒の学力保
証と学力向上を図
るための研究を実
施している。

実施事業
計 画

取組内容

昭和２６年に建
築された駅舎であ
り、また、「敦賀
市交通バリアフ
リー基本構想」の
中で、重点整備地
区の中心である敦
賀駅のバリアフ
リー化整備が位置
付けられ、改築の
必要性がある。

委員会で検討
基本設計構築

基本設計導入 改築工事実施40 魅力ある駅舎の整
備

平成１８年秋の
直流化開業に伴
い、交流促進に向
けて敦賀駅は玄関
口としてますます
その役割は増して
いくと考えられ
る。

敦賀駅として特
徴ある駅舎改築
と、高齢者や身障
者等に安全でやさ
しい魅力ある駅と
するため、市民の
意見を取り入れ整
備する。

委員会設置・
検討開始
アンケート実
施・取りまと
め
ワークショッ
プの開催

実施設計の導
入

41 敦賀っ子教育の推
進

敦賀っ子教育推
進プランⅡを核と
して、市民との連
携と積極的な市民
参画を呼びかけな
がら、小・中学校
の更なる教育力と
生きる力の向上を
図る。

実施継続実施継続学力向上、資
質向上の具体
策を各学校に
おいて実践
し、検証

学力向上、資
質向上の具体
策の検討

敦賀っ子教育
審議会、学校
教育研究委員
会、ワーキン
ググループの
３つの会議を
実施
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

駅舎を含めた駅前広場と
駅周辺の賑わい交流拠点
づくりに向けた具体的な
施設設備などの意見を集
約するための調査を実
施。（第３回目の委員会
で依頼）

駅周辺整備構想策定委
員会第３回Ｈ18. 3. 6開
催
駅舎改築及び直流化につ
いてのアンケート調査実
施（９月中旬から末日ま
で）

ＪＲ直流化広報機関紙
「走れ新快速」を全戸配
布して周知
駅周辺賑わいづくりワー
クショップの開催（１１
月～１２月で４回開催）

駅周辺整備構想策定委
員会を５回開催し、土
地活用の整備プログラ
ム、駅西地区全体の景
観等について検討をお
こなった。

土地活用エリアに関
するアンケート調査実
施

駅周辺整備構想策定委
員会を２回開催し、今
後の北陸新幹線の動向
を見据えながら、駅舎
改築についての協議等
を実施するため委員会
を継続

駅周辺整備構想策定委
員会を２回開催。今後
の北陸新幹線の動向、
エネルギー拠点化計画
を見据えながら、駅舎
改築・土地活用エリア
についての協議等を実
施する為、委員会を開
催。

駅周辺整備構想策定委
員会を２回開催。今後
の北陸新幹線の動向、
エネルギー拠点化計画
を見据えながら、駅舎
改築・土地活用エリア
についての協議等を実
施する為、委員会を開
催。

敦賀駅周辺デザインガ
イドライン策定専門部
会を３回開催
(11月～3月)

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

敦賀っ子教育審議会
３回開催 ９月８日、
１２月１日、２月２３
日
学校教育研究委員会
２回開催 ７月１４
日、２月９日
ワーキンググループ
３回開催 ７月１４
日、１０月７日、１月
６日

敦賀っ子教育審議会
２回開催 ９月２８
日、３月１３日
学校教育研究委員会
３回開催 ７月１２
日、１２月２１日、２
月２７日
ワーキンググループ
４回開催 ５月１７
日、７月７日、１１月
２日、１月５日

小・中・高の連携に基
づく、基礎学力向上に
向け、学校教育研究委
員会とワーキンググ
ループを開催

学校教育研究委員会
年２回開催（12/25、

1/31）
ワーキンググループ

年３回開催（5/1、
10/24、1/1）

敦賀っ子教育の方針に
より、学力・資質向上
の各事業を実践した。
（H21から新敦賀っ子教
育推進プランに移行）

新敦賀っ子教育推進プ
ランに基づき、資質向
上の各事業を実践し
た。

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況

都市整備課

担当課

学校教育課
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Ⅰ 効率的かつ自律した行政主体の確立
２ 住民との連携、協働活動の推進
③ 災害弱者への対応

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
取組内容実施事業

基本方針
基本項目

現 状改革・改善目的

42 災害時要援護者避
難支援体制の確立

災害時要援護者
の災害時における
地域ぐるみの避難
体制の整備及び要
援護者が住み慣れ
た地域で安心して
生活ができる地域
づくりの推進を図
る。

取組課題

№

ひとり暮らしの
高齢者自身につい
ては、民生委員の
訪問活動によりそ
の状況は把握可能
であるが、障害者
等については個人
情報の保護の観点
からその支援者の
確認もできておら
ず、災害時の避難
体制は不備の状況
である。

水防法により浸
水想定区域の公表
及び市長への報告
に基づき、浸水区
域の見直しによる
ハザードマップの
更新

県浸水想定区
域の発表によ
る見直し、検
討

要援護予定者
3,200名と地域支援
者に対し説明会・
チラシ等で制度の
周知を図る。

要援護者からの
登録申請を受けて
台帳を作成整備
し、地域支援者等
にその情報を提供
するとともに、要
援護者全員の登録
に努める。

地域における日
頃の見守りと災害
時における地域ぐ
るみの支援体制の
確立を図る。

災害時要援護
者避難支援推
進協議会の設
置
避難支援制度
の啓発講演会
の実施

災害時要援護
者防災マニュ
アルの作成
登録作業開始
台帳作成

避難支援体制
の確保
登録作業の継
続

計 画

敦賀市洪水ハ
ザードマップ
の作成、全戸
配布

43 洪水ハザードマッ
プの更新

県による笙ノ川
の浸水想定区域の
公表に伴うハザー
ドマップの見直し
を行い、災害時に
おける避難場所の
事前周知を図る。

県の資料に基づ
き、市において予
想した浸水予想区
域による敦賀市洪
水ハザードマップ
を作成している。

実施継続 実施継続
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

福井県において、平成
１８年度笙の川浸水想
定区域の公表に係る作
業実施

福井県が笙の川浸水想
定区域の発表

県浸水想定区域図の発
表による見直しのた
め、検討委員会を設置
し原案作成

浸水想定区域図の修正
を行い全戸配布した。

実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

１月に登録者に対して
登録内容の確認を実
施。
変更内容について要援
護者台帳システムの変
更を実施。

完了

災害時要援護者避難支
援推進協議会の設置と
開催

平成１８年２月６日
協議会の設置（委員18
名）

同日
第１回協議会の開催

平成１８年３月７日
第２回協議会の開催
避難支援制度啓発講演
会の開催

平成１８年２月２６
日 （あいあいプラザ）
災害時要援護者避難支
援制度の地元説明会の
開催

平成１８年２月１４
日 区長連合会理事会
で説明

平成１８年２月１７
日 民児協理事会で説
明

平成１８年２月２４
日 粟野地区区長会で

災害時要援護者避難支援制
度の地元説明会の開催4/6南
地区区長会・4/8中郷、愛発
地区区長会・4/16身体障害
者福祉連合会(視覚、肢体、
聴覚)、松原地区区長会4/28
松原、愛発地区民生児童委
員・4/30障害児・者福祉連
合会(知的障害児・者)・5/2
北、南地区民生児童委員・
5/9西浦地区区長会・5/10西
地区区長会、粟野地区民生
児童委員・5/11西地区民生
児童委員・5/18太陽の家家
族会・5/20東浦地区区長
会・5/23市民生児童委員会
(総会)・5/28北地区区長
会・6/22敦賀市民生児童委
員会(理事会) ＊
登録申請の結果対象者約
3,000人の内1,700人の登録
となった。申請のあった約
1,700人のデーター入力を
し、今後未加入者について
は、引き続き加入促進を図
る。台帳については１２
月、区長、民生児童委員、
消防署へ送付。

6月末～10月上旬にかけ
各地区区長等に災害時
要援護者避難支援マッ
プ作成について説明依
頼。
各地区の実情に合わせ
たマップ作成の取組み
開始。
災害時要援護者台帳シ
ステムに地図情報を付
加し、台帳システムの
機能充実を確立。

実 施 状 況
担当課

地域福祉課

道路河川課

内容
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Ⅱ 効率的な経営組織の確立
１ 組織の効率的運営
① 組織の柔軟な対応

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
プロジェクトチー
ムの見直し

組織横断的プロ
ジェクトチームの
設置等、各種政策
課題に対し、より
柔軟かつ機動的に
対応できるシステ
ムを構築する。

地方分権化の進
展に伴い、政策課
題も増加の一途を
たどっており、そ
の内容も多様化、
高度化、複雑化し
てきている。こう
した政策課題に対
しては、従来の縦
割り組織では、迅
速、的確に処理で
きない。

基本項目
取組課題

基本方針

№

44

実施事業
計 画

組織横断的プロ
ジェクトチームの
設置に伴う弊害、
問題点等を検討
し、最適化を図り
設置を促進する。

（設置数５～１
０）

取組内容改革・改善目的 現 状

45 窓口業務の改善 時間延長窓口を
増やし、市民満足
度の向上を基本に
した窓口づくりを
推進する｡

受付時間の延長
を毎週金曜日に市
民課で実施してい
る｡
受付時間
（平日）
８：３０～
１７：１５
（金曜日）
８：３０～
１９：００

実施継続

検討開始 試行
アンケート調
査

問題点を検証
し、再検討

実施継続 実施継続

検証
必要により、
見直し

検討・設置 実施継続

受付時間を延長
する窓口の拡大を
図る。

また、繁忙期に
おけるワンフロア
窓口の試験的導入
を通じ、窓口業務
の改善を図る｡
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

平成１８年度より検討
予定

組織横断的なプロジェ
クトチームの平成１９
年度からの設置に向
け、検討を行った。

組織横断的なプロジェ
クトチームの設置を
行った。(設置数 ９)

組織横断的なプロジェ
クトチームの設置を
行った。(設置数 ８)

組織横断的なプロジェ
クトチームの設置を
行った。(設置数 ７)

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

繁忙期の窓口延長期間
（月・金曜日 ７回
１０課で対応）の際、
ワンフロア窓口実施の
効果を検証するため、
試験的に実施。

繁忙期の窓口延長期間
の拡大・推進（月～金
曜日 １０回 １２課
で対応）

繁忙期の窓口延長期間
の拡大・推進（月～金
曜日 １２回 １０課
で対応）
窓口サービスを可能な
限り１つのフロアで提
供できるよう「ワンス
トップ」化を図るとと
もに、総合案内窓口を
設置し、専属のフロア
アテンダント２名を配
置した。また、窓口を
わかりやすくするた
め、庁内の案内サイン
を整備した。

繁忙期の窓口延長期間
の拡大・推進（月～金
曜日 １３回 １０課
で対応）

繁忙期の窓口延長期間
の拡大・推進（金～金
曜日６回 ７課で対
応）

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

総務課
政策推進課

市民課
各課
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Ⅱ 効率的な経営組織の確立
１ 組織の効率的運営
② 組織の弾力的運用

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
問題点等を検
討し、効率的
かつ合理的な
システムの構
築

簡易な方法で組
織を弾力的に運用
できるシステムを
構築する。

取組課題
基本項目
基本方針

実施事業

46 職員配置の弾力的
運用

№ 現 状 取組内容改革・改善目的

組織のスリム化
に伴う絶対的な労
働力不足に対し、
短期雇用者で対処
するのではなく、
組織内で余裕のあ
る職員を柔軟にシ
フト、配置替によ
り対処できるよう
にする。これによ
り、効率的組織運
営＝経費節減を図
る。

職員間では、職
務分担意識が強
く、協働作業によ
り、効率的、合理
的に事務処理を行
うという意識が希
薄である。した
がって、事務繁忙
期においては、短
期雇用又は、超過
勤務により対処し
ており、非効率的
である。

計 画

システムの試
行、検証
必要により、
見直し
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

平成１８年度より検討
予定

部長の裁量により、部
内の職員を弾力的に配
置できる体制を整備し
た。

部長の裁量により、部
内の職員を弾力的に配
置した。

実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

総務課
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Ⅱ 効率的な経営組織の確立
２ 定員管理、給与の適正化等の推進
① 定員管理の適正化

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
計 画

№ 実施事業

取組課題

基本方針
基本項目

前回の行政改革
期間中（平成１４
年度～１６年度）
の３ヵ年におい
て、一般行政職７
４名を削減した。
（７４７名⇒６７
３名）

職員数の適正化 事務・事業の整
理、合理化、組織
体制の見直しによ
り、職員数の削減
を実施する。

47 今後行政のスリ
ム化を推進する一
方、職員個人の能
力向上により、絶
対的余剰労働力を
生み出し、行政
サービスの低下に
繋がらないよう配
慮しつつ、一般行
政職の削減を図
る。

今後５年間で一
般行政職員を８．
６％削減する。
（６４２名⇒５８
７名）

改革・改善目的 現 状 取組内容

委員定数の検
討

検討継続
条例の改正
実施

Ｈ19.4.1職
員数
（医療職を除
く）
６２０名以内

Ｈ18.4.1職
員数
（医療職を除
く）
６３０名以内

Ｈ20.4.1職
員数
（医療職を除
く）
６１０名以内

委員により、適
正な委員定数を検
討し、見直しを図
る。

48 農業委員定数の適
正化

農業戸数、農地
面積の減少に伴
い、組織のスリム
化と業務の効率的
運営を図る。

定数 ２１人
選挙委員１５

人
選任委員 ６

人

Ｈ22.4.1職
員数
（医療職を除
く）
５８７名以内

Ｈ21.4.1職
員数
（医療職を除
く）
６００名以内
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

平成１７年度中に２０
名の者に対して退職勧
奨を行った。
（平成１８年４月１日
付け採用者との差引き
により８名減となっ
た。）

平成１８年度中に２９
名の者に対して退職勧
奨を行った。
（年度中定年退職者、
自己都合退職者、平成
１９年４月１日付け採
用者との差し引きによ
り３１名減となっ
た。）

平成１９年度中に２４
名の者に対して退職勧
奨を行った。
（年度中定年退職者、
自己都合退職者、平成
２０年４月１日付採用
者との差引等により全
体で２２名の減となっ
た。）

平成２０年度中に１６
名の者に対して退職勧
奨を行った。
（年度中定年退職者、
自己都合退職者、平成
２１年４月１日付採用
者との差引等により全
体で１２名の減となっ
た。）

平成２１年度中に６名
の者に対して退職勧奨
を行った。
（年度中定年退職者、
自己都合退職者、平成
２２年４月１日付採用
者との差引等により全
体で１１名の増となっ
た。）
Ｈ２２.４.１現在
５８０名

完了

効果額
（千円）

106,000 347,000 500,000 563,000 376,000

内容

小委員会での検討結
果、選挙委員を15人か
ら12人に削減し、3選挙
区を廃止することが決
定され、3月6日に市長
へ組織改革の提言を
行った。（平成18年6月
議会条例改正予定)

委員の定数
２１名→１７名に
削減

平成１９年１月から実
施

実施継続 実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 262 262 262 262

実 施 状 況
担当課

総務課

農務課
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Ⅱ 効率的な経営組織の確立
２ 定員管理、給与の適正化等の推進
② 給与の適正維持

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
現 状改革・改善目的

49 特殊勤務手当の見
直し

特殊勤務手当制
度の趣旨、業務の
内容を踏まえつつ
制度・運用を適正
化することにより
市民の納得と支持
を得る。

実施事業 取組内容
計 画

最近、一部の地
方公共団体におい
て、諸手当の支給
に当たって不適正
な運用等が住民の
厳しい批判を受け
ている。

本市の特殊勤務
手当について、１
４種類が規定され
ており、市民の理
解を得るために
も、これらの手当
について再点検及
び見直しが必要で
ある。

現在１４種類あ
る特殊勤務手当全
てを点検し、廃止
を含めて見直す。

№

取組課題

基本方針
基本項目

１４種類の特
殊勤務手当に
ついて検討
結果を公表
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

平成１８年度より検討予
定

検討を実施。
平成１９年度も引き続き
検討を継続予定。

支給実績の乏しい２手当
を年度末をもって廃止。
残り１２種類の手当につ
いては、引き続き検討を
継続予定。

廃止には至らなかった
が、手当の見直しについ
て関係機関と協議を行っ
た。

調理業務手当を年度末
をもって廃止。
残り１１種類の手当に
ついては、引き続き検
討を継続予定。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 744

実 施 状 況
担当課

総務課
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Ⅱ 効率的な経営組織の確立
２ 定員管理、給与の適正化等の推進
③ 福利厚生事業の適正化

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
計 画

会費に比して公
費補助額が多い。

利用頻度が少な
い事業や利用が特
定の者に限られて
いる事業を継続し
て実施している。

取組課題

取組内容改革・改善目的 現 状

交付金の額を会
費と同額とする。

利用頻度が少な
い、利用が特定の
者に限られる事業
の廃止・縮減す
る。

給付要綱を改正
する。（給付額の
減額）

公費負担を会
費と同額に減
額
互助会事業の
廃止、縮減
給付要綱の改
正

実施継続福利厚生事業の
適正化を図る。

基本方針
基本項目

職員互助会事業の
見直し

実施事業№

50 実施継続公費負担額及
び事業内容の
再検証、見直
し

実施継続
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

互助会事業を精査し、
事業の廃止・縮減を実
施。慶弔費等の給付要
綱を改正し、給付額を
減額。公費負担額を会
費と同額（給料の1,000
分の2）とした。

公費負担、事業内容の
妥当性の再検証を行っ
た。

公費負担、事業内容の
妥当性の再検証を行っ
た。

慶弔費等の給付事業へ
の公費負担を廃止し
た。

公費負担、事業内容の
妥当性を再検証するた
め、会員対象にアン
ケートを実施した。

完了

効果額
（千円）

8,822 8,949 9,240 10,041 10,000

実 施 状 況
担当課

総務課
病院総務課
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Ⅱ 効率的な経営組織の確立
３ 人材育成の推進と適正な能力評価の実現
① 人材育成基本方針に基づく総合的な人材育成

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
取組内容

・政策課題研修の実
施
・内部講師（自治大
卒業者、アカデミー
研修講師養成課程修
了者等）を育成し、
内部講師主体による
庁内研修の企画・実
施
・各課に人材育成推
進員を設置し、各職
場、職員の研修ニー
ズを吸い上げ、推進
員による検討会内で
集約し、研修の企
画・立案・実施
・研修をメニュー化
し、職員が希望する
研修を選択する選択
性研修の検討

計 画
改革・改善目的 現 状

職員研修の見直
し、充実

行政課題等を的
確に捉え、柔軟な
発想による政策の
立案、実施能力を
持つ職員を育成す
る。

職員が相互に能
力を高め合う環境
を整備する。

職員内部の講師
による研修を実施
していない。

ＯＪＴが不十分
である。

職員の研修にあ
たっての目的意識
が希薄である。

ニーズ（各職
場・職員）に合っ
た研修がされてい
ない。

基本項目
取組課題

№ 実施事業

基本方針

51 政策課題研修
の実施

政策課題研修
及び内部講師
による研修の
実施
人材育成推進
員制度、選択
性研修の検討

人材育成推進
員制度、選択
性研修の試行

人材育成推進
員制度、選択
性研修の導入

実施継続
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

有識者によるアドバイ
ザーを選任し実施し、
研究成果を報告

有識者によるアドバイ
ザーの助言の下、政策
課題研修を実施し、そ
の結果報告を行った。
内部講師による職員研
修の実施。
一部研修における公募
制の実施。

一部研修における公募
制の実施。

ｅラーニング研修にお
いて、公募制を導入し
た。

ｅラーニング研修にお
いて、公募制を導入し
た。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

総務課
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Ⅱ 効率的な経営組織の確立
３ 人材育成の推進と適正な能力評価の実現
② 能力・成果主義に基づく人事管理

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
勤勉手当への反映
昇給管理
昇任管理
成績による降格制
度

現 状 取組内容
計 画

基本方針
基本項目
取組課題

№ 実施事業 改革・改善目的

人事考課制度
の完全定着化
及び最終検証

昇給管理及び
勤勉手当への
反映（管理職
層）

昇任管理（係
長試験、管理
職試験等）

52 人事考課制度によ
る勤務実績の反映

勤務実績の反映
により、職務・職
責に応じた給与体
系を確立すること
で、職員全体の公
務能率の増進を図
る。

人事考課制度は
試行期間４年を経
過し、職員への定
着化という当初の
目的は達成してい
る。

今後は処遇面へ
の反映をどう実践
していくかが課題
である。

昇給管理及び
勤勉手当への
反映（管理職
以外）

勤務成績によ
る降格制度の
実施

昇給、勤勉、
昇任の実施継
続

実施継続
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

課長補佐級以上の職員
に対する研修会の開催
前年考課結果を用い
て、管理職に対して勤
勉手当ランクのシミュ
レーションを実施
これらを通じて、職員
に対する考課制度の定
着化を図った。

係長級以上の職員に対
する研修会を行い、勤
務実績への反映の趣旨
を説明。
前年度考課結果を管理
職の勤勉手当に反映

勤勉手当及び昇給への
考課結果の反映を凍
結。
今後は昇任管理に考課
結果を活用することと
した。

昇任管理、人事異動に
考課結果を活用した。

昇任管理、人事異動に
考課結果を活用した。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

総務課
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Ⅲ 自主性・自律性の高い財政運営の確保
１ 効率的財政運営の確保
② 受益者負担の適正化と徴収率の向上

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

負担の公平や財
源の確保の観点か
ら、全庁挙げて納
付指導を行い、市
民の納税意識の高
揚と滞納削減を図
る。

市税等の滞納額
が増加傾向にあ
る。

管理職を始め全
庁を挙げて徴収を
行う体制を整備す
る。

市税等滞納削減
課長会議で検討

実施概要・要領
の作成

検討

他市の状況、
社会情勢、経
営環境等を調
査
対象管理人と
の調整

検討開始

実施利用状況調査
条例改正

54 管理職一斉徴収

№ 実施事業

59 公共下水道料金の
見直し

58 市営住宅の駐車場
使用料徴収制度の
導入

53

基本方針

改革・改善目的 現 状 取組内容
計 画

基本項目
取組課題

検討
パブリックコ
メントの実施
要綱作成

受益者負担の適
正化を図る。

行政サ－ビスの制
限

パブリックコ
メントの実施
駐車場使用料
制度構築

議会承認、電
算システムの
変更など諸手
続きの完了

調査、検討継
続

実施継続 実施継続

使用料金は昭和
５８年当時のまま
の低料金である。

駐車場使用料
制度導入

実施受益者への負担
増となるため、改
定時期あるいは改
定方法の検討によ
り理解を得る方策
を探る。

改定方法など
の詳細事項の
検討

検討委員会な
どでの意見聴
取
パブリックコ
メントの実施
料金改定体系
の構築

調査、検討開
始

調査、検討継
続

調査、検討継
続

実施継続実施一部実施
各補助金要綱
等改正

実施

検討 実施 実施継続

パブリックコ
メントの実施
見直し額の決
定
周知

検討委員会の
組織
現行料金体系
の分析
見直し額の検
討

調査、検討結
果による改定
判断
（改定時：パ
ブリックコメ
ントの実施）

受益者負担の適
正化を図る。

駐車場使用料は
徴収していない。

市営住宅の駐車
場使用料徴収制度
の導入を検討し、
構築する。

ＪＲ直流化に伴
う利用者が増える
見込みから、長時
間利用時の料金を
改正する。

１時間無料
日中 １時間
１００円
夜間 ２時間
１００円
１日
１，８００円

受益者負担の適
正化を図る。

県内自治体看護
学校、東海北陸地
区自治体看護学校
の状況を調査し、
検討していく。

他校と比べなが
ら学生を確保でき
る金額を検討して
いく。

補助金等受付時
の納付確認を制度
化する。

実施概要・要綱
の作成

各補助金要綱等
改正

市税等の滞納額
が増加傾向にあ
る。

行政サ－ビスの
制限をすることに
より、受益と負担
を明確化する。

学生の確保を図
りながら、授業料
等の適正化、学校
経営の健全化に努
める。

看護専門学校にお
ける授業料等は、平
成６年に開校して以
来据置きとなってい
る。

自治体看護学校の
平均的な額となって
いる。
授業料 年間
１２０，０００円
検定料
５，０００円
入学金
６０，０００円

公共料金の見直
しについて、受益
と負担の公平確
保、行政効率、効
果等を勘案し、公
共料金の適正化を
図ることができる
金額を設定する。

各種公共料金の
中には長期間金額
が据え置かれてい
るものや、同様の
施設でも料金の均
衡が必ずしも図ら
れていない場合が
ある。

市民が分かりや
すい料金体系を確
立し、明確な算定
根拠による見直し
の実施体系を構築
する。

証明手数料・施設
使用料・督促手数
料の見直し

55

56

57 駅前駐車場料金の
見直し

看護専門学校授業
料等の見直し
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

平成１８年度より検討
予定

各課において検討 各課において検討

（学校教育課）
学校施設使用料につい
ては、各種団体、地域
住民、スポーツクラブ
等減免対象が多く、施
設使用料は据え置くこ
ととした。
（税務課）
県内各市の税務手数料
等を調査

各課において検討 各課において検討

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

滞納者削減対策連絡会
議の中に管理職徴収部
会を設置し、税と各料
金の滞納者の名寄方
法、徴収方法、対象管
理職の範囲、法的精査
などを行った。１８年
度実施予定。

滞納繰越分
８／1～９／３０
現年滞納分
１１／１～３０
６４人２２班体制
市税、各料金 名寄し
管理職徴収を実施

滞納繰越分
8／1～11／30
現年滞納分
10／1～12／21
６６人３１班体制
市税、各料金 名寄し
管理職徴収を実施

現年滞納分
10／10～12／22
５９人２９班体制
市税、各料金について
管理職徴収を実施
市税 5,749千円
各料金

10,311千円

現年滞納分
10／9～12／12
５４人２６班体制
市税、各料金について
管理職徴収を実施
市税 7,041千円
各料金

10,613千円

完了

効果額
（千円）

0 8,058 9,059 16,060 17,654

内容

滞納者削減対策連絡会
議の中に行政サービス
制限検討部会を設置
し、制限の対象となる
行政サービスについて
所管課に対する聞き取
り調査などを行い、市
税等の滞納額を減少に
つながるよう検討。

継続検討 継続検討 滞納削減プロジェクト
チームにおいて協議

本市において、行政
サービスを行う場合は
施策上、社会通念上に
おいて制限することが
適当でない場合を除き
納税等の確認を行い制
限している。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

県内自治体看護学校及
び東海北陸地区自治体
看護学校における料金
体制調査を完了し、現
在分析をおこなってい
る。

今後の看護学校のあり
方について、１９年度
に検討委員会を設置
し、定員及び授業料の
見直し・保健師課程の
新設・大学等への移行
等の検討を予定してい
るため、改定はせず現
状維持とする。

検討委員会を設置し、
委員会より、助産師課
程の新設・短期大学へ
の移行・定員及び授業
料等の見直しも含め市
長に答申をした。20年
度については、準備室
を設置するための前段
階として、企画室を設
置し更に検討するた
め、改定はせず現状維
持とする。

企画室において、今後
の助産師課程の設立や
短大化等への移行等を
含めた方向性の中で、
授業料等の見直しの検
討を予定しているた
め、改定はせず現状維
持とする。

今後の専攻科助産学科
の新設や、公立大学法
人への移行を含めた方
向性の中で、授業料等
の見直しの検討を予定
しているため、改定は
せず現状維持とする。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

３月議会で敦賀市営駐
車場設置及び管理に関
する条例の一部改正
（施行期日 Ｈ１８．
４．１）
「２４時間を超える使
用時間２時間ごとに１
００円」とする。１日
目１８００円は変わら
ないが、２日目以降の
１日料金は１２００円

敦賀市営駐車場設置及
び管理に関する条例に
基づき実施
利用件数 141,500台
使用料 37,685,290円

敦賀市営駐車場設置及
び管理に関する条例に
基づき実施

敦賀市営駐車場設置及
び管理に関する条例に
基づき実施

敦賀市営駐車場設置及
び管理に関する条例に
基づき実施

完了

効果額
（千円）

0 1,405 1,579 0 0

内容

事業化に向けた検討 県内外市町の条例・管
理台数及び管理運営等
実施状況調査
団地の特性・選定・対
象範囲の構築
使用料金制度スケ
ジュール(案)構築
民間駐車場料金調査

・駐車場使用状況の調
査
・住宅管理人、入居者
説明会の実施
・市営住宅及び特定公
共賃貸住宅の管理条
例、施行規則の改正
・駐車場許可申請の提
出

・市営住宅及び特定公
共賃貸住宅管理条例、
施行規則の一部改正の
施行実施
・駐車場許可書の発行
・駐車場使用料の徴収
実施
使用台数1,069台

・駐車場のある団地全
ての駐車場使用料の徴
収実施

駐車場使用料徴収台数
1,134台

完了

効果額
（千円）

0 0 0 17,159 25,450

内容

受益者に説明できる料
金体系の検討継続中

受益者に説明できる料
金体系の検討継続中

下水道使用料改定検討
委員会にて審議され、
料金改定について市長
へ答申がなされた。
答申を受け、３月議会
にて料金改定について
の議案を提出し、可
決。平成２０年１０月
１日から新使用料金体
系が適用。
新料金体系では、現行
の料金に比べ平均約２
０．１％のアップとな
る。

条例を改正し、１０月
より使用料を改定。

実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 47,500 121,469

実 施 状 況
担当課

総務課
各課

税務課

税務課

看護専門学
校

都市整備課

住宅政策課

下水道課
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
取組内容№ 実施事業 改革・改善目的 現 状

計 画

利用料金
６５歳以上、身体
障害者・戦傷病
者、幼児
・・・ 無料
６０歳以上６５歳
未満
・・・ 200円
一般 ・・・
500円
小学生・・・
250円

公の施設などの
利用に当たって
は、利用者と利用
をしない人との間
での「負担の公
平」を考慮する必
要があり、受益者
負担を図るため
に、利用者に応分
の負担を求める適
正な使用料設定を
検討していく。

61 保育料金の見直し 受益者負担の適
正化を図る。

国の基準の動向
に合わせて料金を
改定しており、平
成１４年度から改
定していない。

国の基準の改定
に合わせ、料金の
見直しを図る。

60 市民福祉会館の使
用料の見直し

受益者負担の適
正化を図る。

検討 パブリックコ
メントの実施
料金、時間延
長の決定

62 放課後児童クラブ
の利用料の見直し

受益者負担の適
正化を図る。

月額４,０００円
７月
５,０００円
８月
６,０００円

実施

調査・研究 検討
パブリックコ
メントの実施

実施 実施

使用料の調
査、検討
パブリックコ
メントの実施

高齢者等の使
用料の設定

実施利用料を見直し
するとともに利用
時間延長による
サービスの拡大を
図る｡
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

平成１８年度より検討
予定

この施設は会館と温泉
施設が併設しており、
高齢者等にとっては、
非常に便利な施設であ
るが、市外の施設で
も、類似した施設がな
く、使用料等に関し、
継続検討して行く。

・会館利用者等のアン
ケート調査の実施
・敦賀市民福祉会館使
用料適正化検討委員会
の設置及び第１回委員
会の実施

・敦賀市民福祉会館使
用料適正化検討委員会
より答申

・９月議会使用料の条
例改正

＊平成２１年４月１日
施行

・４月１日より使用料
の見直し実施

・回数券を導入

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 6,190

内容

国の保育所徴収基準
額、他市の状況等を踏
まえて平成１８年度の
保育料は改定せず。

国の基準の改定に合
わせ、平成１９年度の
料金の見直しを図っ
た。

見直しに当たって
は、改定（案）へのパ
ブリックコメントの募
集を実施し、広く市民
から意見の聴取を行っ
た。

国の基準の改定に合
わせ、平成２０年度の
料金の見直しを図っ
た。

見直しに当たって
は、改定（案）へのパ
ブリックコメントの募
集を実施し、広く市民
から意見の聴取を行っ
た。

国の基準の改定に合わ
せ、平成２０年度の料
金改定を行った。

平成２０年度の保育料
を継続。

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

平成１７年度実施な
し。

受益者負担の適正化
を図るため、平成２０
年度より料金改定（値
上げ）予定。併せて
サービス向上のため開
設時間を１７時３０分
から１８時まで延長予
定。

平成１８年度実施な
し。

受益者負担の適正化
を図るため、平成２０
年度より料金改定（値
上げ）予定。併せて
サービス向上のため開
設時間を１７時３０分
から１８時まで延長予
定。

未実施 平成20年度より小学校
４年生～６年生を対象
とした『放課後子ども
教室』（文部科学省）
が咸新校下で開始され
た。
放課後児童クラブは月
4,000円の利用料がかか
るが、放課後子ども教
室は無料で実施してお
り、同じ小学生を放課
後預かるのに、有料無
料となるのは市民感覚
では不公平感があると
思われることから、放
課後子ども教室との関
係を見極めながら利用
料の検討をしていく。

平成20年度より小学校
４年生～６年生を対象
とした
「放課後子ども教室」
を咸新校下で実施して
いるが、平成21年度よ
り南・北校下二箇所を
追加し取り組んでい
る。
利用料については放課
後児童クラブは利用料
がかかるが、放課後子
ども教室は無料で実施
しており、有料無料と
なるのは市民感覚では
不公平感があると思わ
れることから、放課後
子ども教室との関係を
見極めながら利用料の

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

地域福祉課

児童家庭課

児童家庭課
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Ⅲ 自主性・自律性の高い財政運営の確保
１ 効率的財政運営の推進
③ 経費の節減合理化等財政の健全化

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
取組内容

計 画

基本項目
取組課題

現 状№ 実施事業

基本方針

改革・改善目的

前納報奨金制
度の廃止

経費の削減を図
るため、平成２１
年度に前納報奨金
制度を廃止する。

１８年度当初
予算要求段階
で原則２０％
削減

63 各施設の保守管理
委託料の見直し

委託の内容を見
直し、経費の節減
に努める。

前年度の委託内
容を踏襲してい
る。

法令等で定めら
れたもの以外は、
原則として行わな
い、また委託の仕
様内容を再検討す
る等、見直しを行
い、極力経費の節
減に努める。

見直し

64 前納報奨金制度の
廃止

納税に対する公
平性の確保と経費
の削減を図る。

平成１７年度前納
報奨金
市県民税、固定資
産税の交付率０．
５％
平成１８年度前納
報奨金
市県民税、固定資
産税の交付率０．
３％に改正

パブリックコ
メントの実施
条例改正

前納報奨金交
付率
市県民税
固定資産税
０．５％

前納報奨金交
付率
市県民税
固定資産税
０．３％
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

施設保守管理委託料
新規分を除く当初予算
ベースで１８.９％の削
減を達成
１７年度
７５５,７００千円
１８年度（新規分除
く） ６１２,５０４千
円

△１４３,１９６千円

実施継続 実施継続 実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

143,196 143,196 143,196 143,196 143,196

内容

現状
市県民税・固定資産

税 ０.５％
（平成１８年度交付率
変更 ０.３％）

前納報奨金交付率
市県民税
固定資産税
０．３％

前納報奨金交付率
市県民税
固定資産税
０．３％
(21年度から廃止)

市県民税
固定資産税

交付率０．３％
ＨＰにおいてパブリッ
クコメントを募集。
第４回市議会において
賦課徴収条例を改正

前納報奨金制度の廃止
Ｈ２１.４.１施行

完了

効果額
（千円）

0 16,215 17,631 17,757 44,393

実 施 状 況
担当課

財政課
各課

税務課
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Ⅲ 自主性・自律性の高い財政運営の確保
１ 効率的財政運営の推進
④ 補助金等の整理合理化

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
改革・改善目的 現 状 取組内容

計 画

見直し65 補助金等の見直し

取組課題

№ 実施事業

基本方針
基本項目

補助金等の内容
を見直し、経費の
節減に努める。

前年度の内容を
踏襲している。

財政支援のあり
方を抜本的に見直
す。

整理統合や計画
的な縮減・廃止に
取り組む。

奨励的な補助金
等については、原
則として期限を定
める。

１８年度当初
予算要求段階
で、原則２
０％削減
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

一般補助金
新規分を除く当初予算
ベースで２０.４％の削
減を達成
１７年度
８８８,０１７千円
１８年度（新規分除
く） ７０７,２８１千
円

△１８０,７３６千円

実施継続 実施継続 実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

180,736 180,736 180,736 180,736 180,736

実 施 状 況
担当課

財政課
各課
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Ⅲ 自主性・自律性の高い財政運営の確保
２ 公共工事の効率的執行
① 公共工事に係るコスト構造の改革

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
現 状 取組内容

計 画

基本方針

現場内分別を徹
底し、工事におけ
るリサイクル推進
及びリサイクル材
の利用促進を図
る。

66

基本項目
取組課題

公共工事における
コスト縮減

設計方法の見直
し及び建設資材の
低コスト化を図
る。

№ 実施事業

67 建設資材のリサイ
クル推進
（３Ｒ推進）

改革・改善目的

現在一般化して
いる材料等を使用
している。

公共工事に使用
する材料につい
て、新規開発され
る効率的な製品、
再生された骨材・
土砂等を有効利用
し、コスト縮減を
めざす。

新製品等の調
査

新製品等の調
査
工材として検
討
コスト縮減施
策の実施

発注工事別に実
施書を提出してい
る。

設計・建設の各
段階でリサイクル
推進に取り組む。

コスト縮減設計
留意書の作成

現場内再利用計
画書の作成（再生
資源利用率の算
出）

改修工事におけ
る発生材の抑制

コスト縮減
５％

発生土を現
場内で３０％
再利用

塩ビ排水
管、ＰＰ管に
ついて設計段
階で使用量の
５０％を採用

実施継続

実施継続

実施継続

実施継続 実施継続

実施継続 実施継続
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

道路照明灯具を水銀灯
から電気料の安い蛍光
灯への切替えを行い、
コストの削減を図っ
た。

実施継続 実施継続 実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

1,468 3,211 4,211 4,846 5,836

内容

発生土を現場内で５
８．８％再利用

塩ビ管総量２０６．１
ｍに対し、９９．３ｍ
をリサイクル管にて施
工。採用率４８．
２％。

発生土を現場内で２
８％再利用

対象工事なし

市営住宅解体によるコ
ンクリートの再生利用
を実施
平屋・2階建8棟分
1,667ｔ

市営住宅解体によるコ
ンクリートの再生利用
を実施
平屋・2階建9棟分
1,683ｔ

市営住宅解体によるコ
ンクリートの再生利用
を実施
平屋建2棟分 443ｔ

完了

効果額
（千円）

210 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

道路河川課

住宅政策課
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Ⅲ 自主性・自律性の高い財政運営の確保
２ 公共工事の効率的執行
② 工事成果物の品質向上

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
取組内容

取組課題

№ 実施事業

ライフサイクル
コストの低減及び
財政の効率化・工
事等経費の縮減を
図る。

一部の新営建築
物において計画、
実施している。

改革・改善目的 現 状

68 環境と人にやさし
い施設づくり

基本方針
基本項目

実施継続 実施継続工事の計画・設
計段階での見直し
に取り組む。

ランニングコス
トの抑制を図る。

ユニバーサルデ
ザインの推進

自然エネルギー
の活用促進

各部署で段階的
な数値目標を設定
し、施行する。

計 画

実施継続新規工事の
設計におい
て、自然エネ
ルギーによる
空調・換気設
備の計画、施
行

新築工事に
おいてバリア
フリー充足度
７０％を達成

実施継続
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

新規工事設計に空調工
事の対象無し。
野坂いこいの森キャン
プ場公衆便所をバリア
フリー化した。

対象工事なし 自然エネルギーの活用
促進を実施

防災センター、新津内6
号棟建設においてソー
ラーパネルを設置。当
該建物の補助電源とし
て利用

対象工事なし 中郷公民館等で複層ガ
ラスを使用、断熱効果
を上げる。さらに、ス
ロープ・エレベー
ター・身障者トイレ等
の設置で、十分なバリ
アフリー化を実施す
る。

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

住宅政策課
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Ⅲ 自主性・自律性の高い財政運営の確保
２ 公共工事の効率的執行
③ 公共工事に係る入札システムの見直し

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
計 画

改革・改善目的 現 状 取組内容

基本方針
基本項目
取組課題

69 入札制度の改革 公正な競争の促
進、透明性の確保
を図り、市民の信
頼が得られる公共
工事の入札システ
ムを構築する。

発注額に基づい
て、指名競争入
札、公募型指名競
争入札、制限付き
一般競争入札、等
を実施している。

№ 実施事業

継続的見直し 継続的見直し敦賀市入札制度
改革委員会で、電
子入札を含め他自
治体の入札システ
ムを参考に研究す
る。

市民に信頼
が得られる公
共工事の入札
システムの検
討

継続的見直し 継続的見直し
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

入札改革委員会関係課
長会議５回開催。公共
工事におけるコスト削
減策について検討。

敦賀市建設工事等指名
業者選考委員会の中で
検討

敦賀市建設工事等指名
業者選考委員会の中で
検討。総合評価入札方
式（特別簡易型）を１
件実施。

敦賀市建設工事等指名
業者選考委員会の中で
検討。総合評価入札方
式（特別簡易型）を５
件実施。最低制限価格
制度の実施及び低入札
価格調査制度の改正。

敦賀市建設工事等指名
業者選考委員会の中で
検討。総合評価落札方
式（特別簡易型）を６
件実施。最低制限価格
並びに調査基準価格及
び失格基準価格の設
定。制限付き一般競争
入札（簡易型）を事前
審査型から事後審査型
へ改正。

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

契約管理課
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Ⅳ ＩＣＴを活用した「まちづくり」の推進
１ 電子自治体の構築に向けた積極的展開
① 行政手続のオンライン化の推進

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
改革・改善目的 現 状 取組内容№ 実施事業

71 電子申請及び施設
予約システムの構
築

行政手続オンラ
イン化法による地
方公共団体の電子
申請等の利用促進
と行財政改革に伴
い、各種申請及び
施設予約の手続き
をオンライン化
し、業務改善と高
度情報化社会に対
応した質の高い市
民サービスの向上
を図る。

申請手続きを行
うには、平日に市
役所に出向き書面
を提出することか
ら、利用しにくい
状況にある。

施設予約につい
ては､インター
ネット上で空き状
況の確認ができ一
部の施設で仮予約
を行っているが、
電子決済が未整備
のため完全予約と
いえない状況であ
る。

計 画

基本方針
基本項目
取組課題

電子納品につい
ては、市単独で測
量・設計等に係る
業務成果物に対す
る運用を開始し、
次に工事完成図書
に対する運用を開
始する。

また、電子入札
については、福井
県が平成１９年度
に本格運用するの
で、県と調整を図
りながら公共工事
の入札に係る一連
の業務をインター
ネットで行えるよ
うにする。

対象業務拡大
目標件数
(年)

300件
福井県電子自
治体推進協議
会による電子
入札実証実験
実施予定

福井県電子自治
体推進協議会に参
加し､福井県と県
内市町が連携し､
行政コストを最小
限度に抑えながら
効率よく利用でき
る「電子申請等共
同化システム」を
構築するので、当
該システムにより
各種申請及び施設
予約の手続きをイ
ンターネットで行
えるようにする。

70 電子調達（電子納
品・電子入札）の
実施

公共工事の納品
等に係る手続きを
電子化することに
より、経費節減及
び発注事務の効率
化を図る。

平成１５年度に
総合電子調達研究
委員会を設置し、
平成１６年度より
一部、電子納品実
証実験を実施して
いる。

また、電子入札
については検討中
である。

目標件数
(年)

600
件

市総合電子調
達研究委員会
による電子納
品研究報告書
の作成

電子納品の一
部運用開始
目標件数
（年）20件

対象業務拡大
目標件数
（年）100件
福井県電子自
治体推進協議
会入札部会設
置にて検討開
始予定

対象業務拡大
目標件数
(年)

200件
福井県電子自
治体推進協議
会による電子
入札実証実験
実施予定

システム設計 システム構築 運用開始
目標件数
(年)

400件

目標件数
(年)

500
件
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

福井県電子自治体推進
協議会に参加し､福井県
と県内市町が共同利用
できる「電子申請等共
同化システム」を設計
した。

福井県電子自治体推進
協議会において「電子
申請等共同化システ
ム」を構築し、平成１
９年３月から各種申請
手続きの一部運用を開
始した。
申請件数 ５件

通常運用を開始した。
申請件数 ９７件

施設予約システムを、
既存のシステムから
「電子申請等共同化シ
ステム」への移行手続
きを開始した。
申請件数 154件

施設予約システムのシ
ステム移行を実施して
いる。
申請書ダウンロードが
できるように、システ
ムへの登録を行った。
申請件数 12件

一部完了
（目標未満）

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

（電子納品）
工事に係る工事完成図
書については１,５００
万円以上を本運用に拡
大した。電子納品の本
格運用に向けて電子納
品された電子成果品を
登録（格納）し、発注
者が検索・閲覧・ダウ
ンロード等を行えるよ
うデータを円滑かつ効
率的に運用することを
目的とした電子納品保
管管理システムを運用
中である。
（電子入札）
福井県電子自治体推進
協議会 電子調達部会
運営委員会の会員とし
て参加しており、平成
２３年度からの福井県
電子調達システムの共
同利用の参加を正式に
決定した。

実 施 状 況

一部完了
（目標未満）

（契約管理課）
業者、担当職員を対象
に電子納品の説明会を
各々開催。
担当職員対象の電子納
品講習会を２回開催。
電子納品実施の要とな
るＣＡＤの選定基準を
決定。
４０件の工事を対象に
実証実験を実施。
(情報管理課）

市総合電子調達研究委
員会で電子納品研究報
告書を作成した。
（土木課）
市内業者及び市工事担
当職員向け電子納品説
明会を実施し、電子納
品に対する知識、技術
のレベルの向上を図
り、提出書類の作成時
間、紙ベースの削減に
ついて業者にアンケー
トを行い電子納品研究
報告書を作成した。

担当課

契約管理課
情報管理課
道路河川課

情報管理課

内容

電子納品について、測
量、設計等に係る業務
成果物、工事に係る工
事完成図書に対する一
部運用を開始した。
実施件数 ２７件
CAD導入完了
業務委託において一部
本運用開始
工事の対象区分拡大

（電子納品）
用地測量に係る業務成
果物及び工事に係る工
事完成図書の対象業者
区分を５００万円以上
に拡大し一部本運用を
開始した。
電子納品の本格運用に
向けて電子納品された
電子成果品を登録（格
納）し、発注者が検
索・閲覧・ダウンロー
ド等を行えるようデー
タの円滑かつ効率的な
運用を目的に、電子納
品保管管理システムを
導入した。
（電子入札）
福井県電子自治体推進
協議会 電子調達部会
運営委員会の会員とし
て参加し、県電子入札
システムの説明を受け
た。市としての導入に
ついては現在検討中と
している。

（電子納品）
業務成果物及び工事に
係る工事完成図書の対
象業者区分を５００万
円以上と拡大し一部本
運用を開始した。電子
納品の本格運用に向け
て電子納品された電子
成果品を登録（格納）
し、発注者が検索・閲
覧・ダウンロード等を
行えるようデータを円
滑かつ効率的に運用す
ることを目的として電
子納品保管管理システ
ムを導入し、運用を開
始した。
（電子入札）
福井県電子自治体推進
協議会 電子調達部会
運営委員会の会員とし
て参加しており、平成
２３年度導入予定とし
て、検討を開始してい
る。
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Ⅳ ＩＣＴを活用した「まちづくり」の推進
１ 電子自治体の構築に向けた積極的展開
② 庁内情報の共有化の促進

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
取組内容

計 画
№ 実施事業 改革・改善目的

72 住民情報総合オン
ラインシステムの
開発

国の制度改正へ
の迅速な対応と事
務処理の標準化・
迅速化・効率化を
図る｡

住民情報へのア
クセス記録の一元
管理化を図る。

現 状

老人保健シス
テムの開発
水道システム
のセキュリ
ティ強化

総合福祉シス
テムのセキュ
リティ強化

高度な情報技術
や通信技術を積極
的に活用し、古い
システムの再構
築、業務システム
の総合ネットワー
ク化や高度利用の
促進およびセキュ
リティの強化を図
る。

国民健康保険
税システムの
機能強化
公営住宅管理
システムの開
発

国民年金シス
テムのセキュ
リティ強化

高額療養シス
テムの開発
介護保険シス
テムのセキュ
リティ強化

手書きデータを
パンチして、ホス
トコンピュータで
一括処理している
ため、即時性、効
率性に欠け、また
国の制度改正の対
応や統計資料の即
時作成の対応が困
難なシステムが存
在する。

セキュリティ機
能として「いつ、
だれが、どのデー
タにアクセスした
か」等の情報を管
理する仕組みが脆
弱なシステムが存
在する。

取組課題
基本項目
基本方針
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

国民健康保険税システ
ムの機能強化と公営住
宅管理システムを開発
した。

国民年金システムのセ
キュリティ機能強化を
図った。

高額医療システムを開
発した。 介護保険
システムのセキュリ
ティについてシステム
が再構築されるため次
年度以降で対応

水道システムのセキュ
リティ機能強化を図っ
た。老人保健システム
については制度改正に
より後期高齢者医療制
度システムとして１９
年度に開発を行った。

総合福祉システムのセ
キュリティ強化は２２
年度当初で予算化。か
わりに住宅管理システ
ムのセキュリティ機能
強化を図った。

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

情報管理課

60



Ⅳ ＩＣＴを活用した「まちづくり」の推進
１ 電子自治体の構築に向けた積極的展開
③ ＩＣＴの積極的利活用

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

運用開始システム構築調査・検討

現 状 取組内容
計 画

運用開始ＲＣＮが放映し
ている行政チャン
ネルは、２０分ご
とのローテーショ
ンで情報が流れて
おり、見逃した場
合は最大２０分間
の待ち時間が生じ
ている。また、放
映時間の枠の関係
から１日に提供で
きる情報量が限ら
れている。

システム構築行政ポータルサ
イト上にテレビ放
送として提供して
いる議会放送、行
政チャンネル等の
番組を蓄積し､市民
がいつでもイン
ターネットを利用
し過去の放送番組
が閲覧でき､かつ現
在放送されている
番組も視聴できる
ようシステムを構
築する。

改革・改善目的

73 ストリーミング放
送の配信

行政ポータルサ
イト上でＲＣＮ放
映の行政チャンネ
ル等の内容を動画
配信(ストリーミ
ング配信)し、市
民が見たい時に、
見たい番組･内容
が視聴可能な形式
で提供することに
より市民サービス
の向上を図る。

75 情報教育の推進

76

基本項目
取組課題

№ 実施事業

基本方針

市ホームページ
のバリアフリーを
徹底して再構築す
るとともに、ＲＣ
Ｎにおけるデータ
放送と連携して情
報提供ができるよ
うシステムを構築
する。

行政ポータルサ
イトでは、ホーム
ページ作成システ
ムを用いて情報提
供を行っている
が、平成１６年６
月２０日に制定さ
れた「ＪＩＳＸ８
３４１－３高齢
者・障害者等配慮
設計指針」への対
応は未整備であ
る。また、平成１
８年度から開始さ
れるＲＣＮデータ
放送と連携した形
で情報を提供する
仕組みができてい
ない。

ホームページの
バリアフリーへの
改善を推進し、市
民(特に高齢者や
障害者)へのサー
ビス向上を図る。

市ホームページの
再整備

74

安全・安心メール
の配信

情報社会の先端
を担っていける児
童生徒を育成する
ため、児童生徒に
応じた学習指導に
より情報教育の向
上を図る。

不審者情報等の
各種情報を関係者
にメールで提供す
ることにより、迅
速かつ適格な対応
が図れるようにす
る。

平成１７年度に
は最新機器（Ｗｉ
ｎｄｏｗｓＸＰ）
を２０校中１５校
整備し、情報教育
推進員を配置し、
教職員の職務向上
と児童生徒の個人
差に応じた学習指
導を実施。

各種情報は学校
等からの連絡や電
話連絡網等により
関係者に連絡して
いる。

情報教育推進事
業は、県下はもと
より全国的にも進
んでおり、今後、
最新機器（Ｗｉｎ
ｄｏｗｓＸＰ）を
平成１９年度を目
途に全小中学校に
配置し、児童生徒
一人に１台のパソ
コンを整備し、更
なる情報教育の推
進を図る。

不審者情報、休
校、始業繰下げ、
下校繰上げ、伝染
病情報等を保護者
等関係者にメール
で提供する。

校務システムの
活用

学校から利用予
定者に登録申請書
配付

希望者を登録
し、登録者にメー
ル配信

小学校４校に
（Ｗｉｎｄｏ
ｗｓＸＰ）を
児童１人に１
台導入
中学校１校に
（Ｗｉｎｄｏ
ｗｓＸＰ）を
生徒１人に１
台導入
情報教育推進
員
を小中学校２
名ずつ計４名
配置

小学校１校に
（Ｗｉｎｄｏ
ｗｓＸＰ）を
児童１人に１
台導入中学校
１校に（Ｗｉ
ｎｄｏｗｓＸ
Ｐ）を生徒１
人に１台導入
情報教育推進
員
を小中学校１
名ずつ計２名
配置

小学校３校に
（Ｗｉｎｄｏ
ｗｓＸＰ）を
児童１人に１
台導入情報教
育推進員
を小中学校１
名ずつ計２名
配置

校務システム
のバージョン
アップ

システム整備
メール配信実
施

実施継続

Ｗｉｎｄｏｗ
ｓＸＰによる
情報教育の完
全実施

実施継続 実施継続
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

平成２０年度を目標
に、システム構築を図
る予定。

－ － システムの導入につい
ての検証を行った。

導入について可能では
あるが、費用対効果の
面で断念する。

断念

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

平成１８年度より調
査・検討予定。

システム構築の調査・
検討を行った。

平成２０年度運用開始
に向けて、システムの
機能強化と利便性向上
を重点に具体化した。

運用開始 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

平成１７年度Ｗｉｎｄ
ｏｗｓＸＰ導入校
敦賀西小学校 ３６
台
敦賀南小学校 ４１
台
敦賀北小学校 ３８
台
松原小学校 ４０
台
気比中学校 ３６
台
情報教育推進支援員の
配置
小学校 ２名
中学校 ２名
ハートフルスクールに
配置し、教職員の研修､
情報教育のサポート、

平成１８年度Ｗｉｎｄ
ｏｗｓＸＰ導入校
粟野南小学校 ４１
台
角鹿中学校 ３６
台
平成１９年度、西浦小
中、東浦小中、粟野小
にＷｉｎｄｏｗｓＸＰ
を導入予定、平成２０
年度より、再リースに
する。
情報教育推進支援員の
配置
小学校 １名
中学校 １名
２名を削減し、教職員
の研修､情報教育のサ
ポート、教材作成のサ

平成１９年度Ｗｉｎｄ
ｏｗｓＸＰ導入校
西浦小中学校 ９台
東浦小中学校 １６台
粟野小学校 ３９台

情報教育推進支援員の
配置
小学校 １名
教職員の研修､情報教育
のサポート、教材作成
のサポートを行い、情
報教育のスキルアップ
を図った。
平成２０年度より情報
教育推進支援員配置事
業を廃止する。

平成２０年度
再リース校
中央小３７台
沓見小２２台
常宮小１０台
赤崎小１４台
咸新小２９台
黒河小２６台
粟野中４２台

平成２１年度
再リース校
中郷小４１台
松陵中４１台

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

安全・安心メールの配
信事業については、平
成１８年度に導入する
計画であり、校務シス
テムを活用したメール
配信となるため、校務
システムからメール配
信できるようバージョ
ンアップを図った。

安全・安心メール配信
システム整備事業とし
て、平成１８年度２，
１００千円を投じ整備
し、児童・生徒総数
６，１０８名内４，４
９４名の登録（７３．
６％）を得た。
平成１９年度以降につ
いては、このシステム
の維持管理費のみ予算
計上

メール配信事業の継続
安全・安心メール配信
システム保守点検業務
委託料 ４９８千円

安全・安心メール配信
システム保守点検業務
委託として実施。４９
８千円
児童・生徒総数
６，０６４名の内
５，２６５名登録
（８６．８％）

安全・安心メール配信
システム保守点検業務
委託として実施。４９
８千円
児童・生徒総数
６，０７２名の内
５，５２３名登録
（９１．０％） 完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

情報管理課

情報管理課

学校教育課

学校教育課
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Ⅳ ＩＣＴを活用した「まちづくり」の推進
２ 「u－Japan構想」への積極的取組み
① デジタル双方型情報基盤の整備促進（ハード面の整備）

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
２地区の解消

計 画
取組内容現 状

本市には携帯電
話不感地域として
８地区存在してい
るが、当該地域で
は緊急時や災害時
における非常連絡
をはじめ防災、福
祉等の連絡等日常
生活に不便な思い
をしている。

携帯電話不感地
域である８地区の
解消を図る。

３地区の解消 ３地区の解消

№ 実施事業 改革・改善目的

77 携帯電話不感地域
の解消

誰もが、いつで
も、どこでも情報
化の恩恵を享受で
きるようＲＣＮ等
の協力を得ながら
携帯電話不感地域
の解消を図る。

基本方針
基本項目
取組課題
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

携帯電話不感地域の解
消を図るため、ＲＣＮ
に対し３地区（名子、
越坂、新保）の幹線工
事費（光ケーブル敷設
工事費）に対し補助し
た。

携帯電話不感地域解消
モデル事業を実施し、
小河地区及び駄口・山
中地区の解消を図っ
た。

移動通信用鉄塔施設整
備事業（国庫補助）を
実施し、奥麻生地区及
び新道地区の解消を
図った。

実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

情報管理課
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Ⅳ ＩＣＴを活用した「まちづくり」の推進
２ 「u－Japan構想」への積極的取組み
② 具体的活用方法の計画策定（ソフト面の整備）

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
運用開始78 デジタル双方向型

ケーブルテレビ活
用方法の計画策定

改革・改善目的

市民がＩＣＴの
利便性を享受でき
るネット社会の構
築を目指し、新た
な双方向化したデ
ジタル放送の特性
を生かした情報
サービスを提供す
る。

基本項目
取組課題

№ 実施事業

基本方針

現 状 取組内容
計 画

平成１８年度か
らケーブルテレビ
が構築した自主
データ放送が開始
予定である。

これに伴い、デ
ジタル双方向型
ケーブルテレビ活
用方法の計画の策
定が求められてい
る。

デジタル双方向
型ケーブルテレビ
を活用した新しい
計画を策定する。

計画策定
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

平成１８年度より検討
予定。

計画を策定した。 運用を開始した。平成
２０年度行政ポータル
サイト運用に向けて
データ放送のシステム
連携の仕様を作成し
た。

行政ポータルサイトを
データ放送のシステム
に連携した。

― 完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

情報管理課
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Ⅴ 公正で透明な市政の推進
１ 公正の確保と透明性の向上
② 議会や住民等の監視のもと、公正確保と透明性の向上

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
現 状

基本方針
基本項目
取組課題

取組内容
計 画

№ 実施事業 改革・改善目的

79 道路・河川等にお
ける改良・整備事
業の実施基準の設
定

市内各地区から
出てくる道路・河
川等の改良要望に
対し、公正で透明
性の高い実施を行
う。

道路・河川等各
分野の改良、整備
について基準を定
める。

各分野の基準
を検討

各分野の基準
を検討、一部
工事について
実施
要綱策定

完全実施各地区の区長か
らでてくる要望に
対し、区長と協議
のうえ要望からの
経過時間を優先し
て実施している。
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

地区要望を再度テェッ
クを行い、４段階にラ
ンク分けし、費用対効
果の大きなＡ、Ｂラン
クを施工箇所に認定
し、実施した。

完全実施 実施継続 実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

道路河川課
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Ⅴ 公正で透明な市政の推進
１ 公正の確保と透明性の向上
③ 財政状況等の公表

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
実施継続実施継続平成１８年３月

から、決算状況の
類似団体との比較
について公表す
る。

また、従来公表
してきた財政資料
についても、住民
により分かりやす
い内容となるよう
努める。

現 状 取組内容
計 画

実施継続80 財政状況の公表 財政運営の透明
性確保と、財政健
全化の推進を図
る。

平成１２年１２
月から普通会計バ
ランスシート、平
成１４年１２月か
ら全会計バランス
シートを公表して
いる。

また、平成１３
年１１月から行政
コスト計算書、平
成１５年２月から
中期財政の展望を
公表している。

実施継続団体間で比較
可能な財政情
報の公表

改革・改善目的

基本項目
取組課題

№ 実施事業

基本方針
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

総務省の要請を受け、
団体間で比較可能な財
政状況の開示として、
「市町村財政比較分析
表（平成１６年度決
算）」を広報紙及び
ホームページ上で公
開。

実施継続 実施継続 実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

財政課
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Ⅴ 公正で透明な市政の推進
１ 公正の確保と透明性の向上
④ 定員・給与等の状況の公表

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
実施継続実施継続 実施継続実施継続敦賀市の財政事

情の中で給与関係
を年１回公表して
いる。

毎年、広報つる
が１月号に見開き
２ページで掲載
し、人事行政の詳
細を公表する。
公表内容

部門別職員数、
平均給料月額等

人件費の状況
特別職の給料等
職員の勤務条件

等
職員の分限、懲

戒処分の状況
職員の服務の状

況

広報つるがに
掲載実施

基本方針
基本項目

81 人事行政の状況の
公表

市民に人事行政
の運営の状況を公
表することによ
り、その公平性と
透明性を高める。

現 状 取組内容
計 画

取組課題

№ 実施事業 改革・改善目的
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

「敦賀市人事行政の運
営等の状況の公表に関
する条例」を４月１日
より施行し、それに応
じて広報つるが１月号
にて部門別職員数の公
表を行った。

前年度に引き続き、広
報つるが１月号にて給
与、職員数等の公表を
行った。

前年度に引き続き、広
報つるが１月号にて給
与、職員数等の公表を
行った。

前年度に引き続き、広
報つるが１２月号にて
給与、職員数等の公表
を行った。

広報つるが１月号にて
給与、職員数等の公表
を行った。

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

総務課
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Ⅴ 公正で透明な市政の推進
１ 公正の確保と透明性の向上
⑤ 公共工事に係る入札・契約システムの公正化

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
国、他自治体
の状況を踏ま
え、市民への
公開・公表の
拡大について
検討

取組内容
計 画

検討継続
見直し

試行 継続的見直し82 公共工事の入札情
報等の公開の見直
し

公共工事の入
札・契約に対する
市民の信頼を得る
ため、一層の公
正・公明性の向上
を図る。

現 状

（事前）
入札の公告、入札
の公開
年間工事発注予定
表の公表
入札に係る工事等
の設計額の公表
（事後）
入札結果一覧表の
公表

公開、公表の範
囲拡大を検討し、
見直しする。

国、他自治体の
状況を参考とし検
討する。

№ 実施事業 改革・改善目的

基本方針
基本項目
取組課題
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

入札の公告、発注見通
しの公表、入札結果の
公表をホームページで
公開。
指名理由、工事請負契
約書、有資格者名簿を
書面にて公開。
工事等の設計額の公表
（工事主管課にて公
表）

入札の公告、発注見通
しの公表、入札結果の
公表をホームページで
公開。
指名理由、工事請負契
約書、有資格者名簿を
書面にて公開。
工事等の設計額の公表
（工事主管課にて公
表）

入札の公告、発注見通
しの公表、入札結果の
公表をホームページで
公開。
指名理由、工事請負契
約書、有資格者名簿を
書面にて公開。
工事等の設計額の公表
（工事主管課にて公
表）
総合評価入札方式の結
果を公表

入札の公告、発注見通
しの公表、入札結果の
公表をホームページで
公開。
指名理由、工事請負契
約書、有資格者名簿を
書面にて公開。
工事等の設計額の公表
（工事主管課にて公
表）
総合評価入札方式の結
果を公表
工事関係標準様式を公
表

入札の公告、発注見通
しの公表、入札結果の
公表をホームページで
公開。
指名理由、工事請負契
約書、有資格者名簿を
書面にて公開。
工事等の設計額の公表
（工事主管課にて公
表）
総合評価落札方式の結
果を公表
工事関係標準様式を公
表

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況
担当課

契約管理課
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Ⅴ 公正で透明な市政の推進
１ 公正の確保と透明性の向上
⑥ 情報公開の推進

１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度
実施継続

運用体制整備
運用開始

提供する情報
の充実

実施継続

定期監査、工事
監査等の結果報告
及び決算審査意見
書を敦賀市のホー
ムページに掲載す
る。

検討

公募に関する
情報のホーム
ページへの掲
載

協定書締結 議会への管理
運営状況の報
告

検討開始 試行、検証 導入、完全実
施

指定管理者に係
る情報公開につい
て検討し、実施す
る。

議会へ管理運営
状況の報告

指定管理者の情
報公開を協定書に
明示

市が発信した情
報を一元的に管
理・公開するペー
ジを市ホームペー
ジ内に設け、ワン
ストップでの情報
提供を行う。

検討開始

85 監査結果報告書等
のホームページ掲
載

市民に監査結果
報告を明らかに
し、公正で効率的
な行政運営の確保
に資する。

各監査終了後、
１ヶ月以内に市長
並びに関係機関に
対し結果報告書を
提出するととも
に、敦賀市掲示場
に公表している。

84 ホームページの活
用による報道発表
資料等の一元的な
提供

敦賀市ホーム
ページにおいて、
市が発信する情報
をデータベース化
し、利用者が様々
な情報に容易にア
クセスできる環境
の整備を図る。

記者発表等の内
容について、敦賀
市ホームページへ
の掲載は現在行っ
ていない。
また、ホーム

ページ上で提供し
ている情報は、随
時新しいものに置
き換わっていくた
め、報道資料等に
関するデータベー
スとしては利用で
きない。

83 指定管理者に係る
情報公開の推進

新たに導入する
指定管理者制度に
ついて、情報公開
の整備を図る｡

指定管理者制度
は、１８年度から
導入する予定であ
るが、その情報公
開の方法について
は検討中である。

公募に係る募集
要項や業務内容等
は、市ホームペー
ジで公表してい
る。

基本項目
取組課題

改革・改善目的 現 状 取組内容
計 画

№ 実施事業

基本方針
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１７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度

内容

公募にあたっては、募
集要項をホームページ
に掲載し募集した。

協定書締結 議会への管理運営状況
の報告

実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

（広報広聴課）
ホームページに掲載す
る内容の基準や掲載方
法などを検討し、平成
１８年度からホーム
ページ内に「報道発
表」のコーナーをつく
り、掲載することとし
た。
（情報管理課）
市ホームページに市が
発信する報道発表を
データベース化し、利
用者が容易にアクセス
できるよう環境を整備
した。

（広報広聴課）
市ホームページ内に
「報道発表」のコー
ナーをつくり、掲載す
ることとした。
（情報管理課）
市ホームページに市が
発信する報道発表を
データベース化し、利
用者が容易にアクセス
できるよう環境を整備
した。

（広報広聴課）
各課に、広報広聴担当
者会議等において市
ホームページ内の「報
道発表」への情報提供
を呼びかけた。

実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

内容

全国各都市監査委員事
務局のホームページを
閲覧して、監査結果報
告、決算審査意見書の
掲載状況等を調査し、
本市監査委員事務局
ホームページへの掲載
内容を検討した。掲載
予定＝各監査結果報告
書、決算審査意見書を
全文掲載。掲載時期＝
各監査結果は監査終了
１ヶ月後、決算審査意
見書は１２月議会終了
後とする。

市監査委員事務局ホー
ムページに各監査結果
報告書及び、決算審査
意見書を全文掲載。掲
載時期＝各監査結果は
監査終了１ヶ月後、決
算審査意見書は１２月
議会終了後に掲載し
た。（定期監査＝１２
部局、現地監査＝３保
育園・６小学校、財政
援助団体＝２団体、工
事監査＝４箇所、住民
監査請求監査＝２件、
各決算審査意見書、そ
の他＝１件

実施継続 実施継続 実施継続

完了

効果額
（千円）

0 0 0 0 0

実 施 状 況

総務課

広報広聴課
情報管理課

監査委員
事務局

担当課
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